
決算特別委員会会議記録 

 

決算特別委員長  河野 成司    

 

１ 日 時 

   令和４年１０月１３日（木） 午前１０時０１分から 

                 午後 ２時５８分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

   河野成司、馬場林、志村学、吉竹悟、清田哲也、阿部長夫、後藤慎太郎、井上明夫、 

三浦正臣、嶋幸一、元吉俊博、浦野英樹、木田昇、藤田正道、尾島保彦、玉田輝義、 

平岩純子、堤栄三、末宗秀雄、小川克己 

 

４ 欠席した委員の氏名 

衛藤博昭 

 

５ 出席した委員外議員の氏名 

   森誠一、大友栄二、木付親次、高橋肇、羽野武男、守永信幸、原田孝司、吉村哲彦、 

   猿渡久子 

 

６ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   企画振興部長 大塚浩、議会事務局長 二日市聖子、人事委員会事務局長 後藤豊、 

教育長 岡本天津男 ほか関係者 

 

７ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 

 

８ 会議の概要及び結果 

第８７号議案令和３年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について審査を行った。 

 

９ その他必要な事項 

   な し 

 

１０ 担当書記 

議事課委員会班  主査     飛鷹真典 

   議事課委員会班  主幹（総括） 秋本昇二郎 

   議事課議事調整班 主査     阿南絵理 

 



決算特別委員会次第  

 
日時：令和４年１０月１３日（木）１０：００～ 
場所：本会議場                

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 部局別決算審査 

  （１）教育委員会 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

 

  〔休   憩〕 

 

  （２）企画振興部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

 

（３）人事委員会事務局 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

    

 

（４）議会事務局 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議（上記（３）も含む） 

 

 

３ その他 

 

 

４ 閉 会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

河野委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。 
 この際、付託された議案を一括議題とし、こ

れより審査に入ります。 
 本日は教育委員会、企画振興部、人事委員会

事務局及び議会事務局の部局別審査を行います。 
 これより、教育委員会関係の審査に入ります。

執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな 
るよう要点を簡潔明瞭にお願いします。 
 それでは、教育長及び関係課室長の説明を求

めます。 
岡本教育長 教育委員会所管に係る令和３年度

決算について説明します。 
初めに、令和３年度決算特別委員会審査報告

書に対する措置状況について御報告します。   
指摘事項は２点です。タブレットの１４番、

１２ページの左側を御覧ください。紙の資料で

は１０ページです。 
地域改善対策奨学金の収入未済の解消につい

てです。地域改善対策奨学金は平成１６年度で

貸与は終了し、現在は返還事務のみを行ってい

ます。措置結果の中ほどにあるように、収入未

済の解決策として、納入期限翌月の督促状の送

付や徴収強化月間である５月と１１月に現年度

及び過年度分の催告を行うとともに、納付相談

の際には実態に応じてきめ細かく対応していま

す。また、免除・猶予制度を活用した未然防止

にも取り組んでいます。今後とも、返還者やそ

の関係者の人権に最大限に配慮しながら、慎重

かつ積極的な債権管理に努めていきます。 
次に、最終ページをお開きください。教員が

働きやすい学校現場の環境整備についてです。  
左の指摘事項の欄にあるように、教育現場に

おいて教員の負担の軽減に向け、産休・育休代

替教員の配置をはじめ、教員の職場環境整備の

各種取組を進め、児童生徒への教育効果の向上

と魅力的な学校づくりの推進に努められたいと

の御指摘です。 
措置結果にあるように、教員が産休・育休を

取得しやすい環境づくりに向けて、令和２年度

から教員の産休・育休取得促進事業において、

小中学校教諭の代替教員の早期配置を開始しま

した。令和３年度からは、養護教諭及び県立学

校教諭に対象を広げ、さらに令和４年度からは、

小学校及び特別支援学校で学級担任を務める教

諭について、代替教員を２学期当初からも配置

できるよう拡充しています。また、スクールサ

ポートスタッフや学習指導員については、教育

現場からの要望も強いことから、令和４年度も

引き続き配置を行っています。今後とも、市町

村教育委員会など関係機関と連携し、児童生徒

への教育効果の向上と、魅力的な学校づくりの

推進に向けて、学校現場の負担軽減を進めてい

きます。 
続いて、タブレットでは１１番、大分県長期

総合計画の実施状況について主要な施策の成果

により、主な事業の執行状況等について説明し

ます。タブレットの２９３ページ、資料では２

９１ページをお開きください。 
下段の未来を創る学力向上支援事業です。 
一番左の欄の事業名の下の事業概要にあるよ

うに、小中学校の学力向上を図るため、習熟度

別指導推進教員、小学校教科担任制推進のため

の専科教員を配置するとともに、基礎や基本の

定着に加え、活用力の理解度を把握するため、

学力定着状況調査を実施するものです。右側、

成果指標中学生の学力・全国平均正答率との比

は目標値１０１．７％に対して、実績値１０１．

０％となり、達成率は９９．３％、評価はＢと

しています。その下段の事業の成果・社会情勢

の影響を踏まえた取組・今後の方針ですが、令

和３年度の全国学力調査における県平均正答率

は、小中共に全国平均を上回ることができまし

た。  
また、学級担任間での交換授業を導入した小

学校の数が、昨年度より１４校増え、小学校教

科担任制が県内全域で進んでいます。近年多く

の教員が採用され、今後もその傾向が続くこと
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から、教員の授業力と学校を取り巻く状況の変

化への対応力の向上を急ぎ、主体的、対話的で

深い学びの一層の充実に取り組んでいきます。 
タブレットの２９５ページ、資料では２９３

ページをお開きください。上段の学校部活動改

革サポート事業です。教員の部活動指導に係る

負担軽減と経験者による指導の充実を図るため 
公立中学校に部活動指導員を配置する市町村を

助成するとともに、総合型地域スポーツクラブ

と連携し、部活動の地域移行等に関する調査研

究を行うものです。成果指標である部活動指導

員の配置による教員の部活動指導時間の削減は

目標値２．０時間に対し、実績値３．２時間と

なり、達成率は１６０．０％、評価はＡとして

います。教職員に代わって部活動指導員が部活

動の指導にあたることで、放課後や休日の時間

を授業準備等に充てることができ、教員の負担

軽減を図ることができました。今後は、令和５

年度以降の部活動の段階的な地域移行を着実に

実施できるよう、総合型地域スポーツクラブな

どと連携し、部活動の地域移行に関する調査研

究を進めていきます。 
タブレットの２９６ページ、資料では２９４

ページをお開きください。中段の未来へつなぐ

学び推進事業です。これからの時代を担う高校

生に必要なＳＴＥＡＭ教育及びグローバル教育

を推進するため、個別最適化された学びを実現

できるＥｄＴｅｃｈ（エドテック）教材を活用

するとともに、大分県版英語４技能育成システ

ムを構築するものです。成果指標である学習の

疑問点を自ら解決しようとする高校２年生の割

合は、目標値７２．０％に対し、実績値７９．

４％となり、達成率は１１０．３％、評価はＡ

としています。 
ＡＩドリルやデータ分析教材等、ＥｄＴｅｃ

ｈ教材の導入により、一人一人に合った学びの

提供や、社会における活用の理解が進み、生徒

の学習に対する主体性や積極性が向上しました。

今後とも、ＥｄＴｅｃｈ教材の研究を進め効果

的な活用を図ります。また、英語４技能認定テ

ストの実施により、指導改善が図られ、生徒の

英語力は着実に伸びています。今後も、英語の

指導方法について分析を進めていきます。 
タブレットの２９９ページ、資料では２９７

ページをお開きください。中段の特別支援学校

就労達成促進事業です。特別支援学校生徒の一

般就労を促進するため、進路指導の強化や個々

の特性に応じた働き方の提案を行うとともに、

就職に向けた生徒及び保護者の意識改革や企業

からの評価向上につながる職業教育を実施する

ものです。成果指標である知的障がい特別支援

学校高等部生徒の一般就労率は、目標値３１．

９％に対し、実績値２４．６％となり、達成率

は７７．１％、評価はＤとしています。一般就

労希望者４６人に対し、４１人が一般就労でき

たものの、福祉的就労環境の充実等の影響によ

り、一般就労を希望する生徒の割合が令和３年

度では２７．５％と減少しました。今後は、今

年度開校したさくらの杜高等支援学校が担う職

業教育に係るセンター的機能を積極的に活用す

るとともに、各校での進路実現戦略会議におけ

る進路指導計画の見直しの徹底や生徒、保護者

に対する１年次からの進路検討の呼びかけ等を

行い、希望就労の拡大、特に一般就労の拡大を

図ります。 
タブレットの３０１ページ、資料の２９９ペ

ージをお開きください。上段の県立学校ＩＣＴ

活用授業推進事業です。県立学校にＩＣＴ教育

環境を整備するとともに、ＩＣＴを活用した効

果的な授業の着実な実施につながる研修会を開

催するものです。成果指標である授業にＩＣＴ

を活用して指導する能力を持つ教員の割合は、

目標値８１．３％に対し、実績値７９．４％と

なり、達成率９７．７％、評価はＢとしていま

す。新型コロナウイルスの影響により、国のＧ

ＩＧＡスクール構想が前倒しで実施される中、

全ての県立学校における１人１台端末等のＩＣ

Ｔ教育環境の整備が完了しました。今後は、Ｉ

ＣＴ活用に不安のある教員の支援など、１人１

台端末の活用に向けた取組を強化していきます。 
タブレットの３０２ページ、資料の３００ペ

ージをお開きください。上段の次世代人材育成

推進事業です。先端科学技術分野、特に宇宙関

連産業で活躍できる人材を育成するため、挑戦
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意欲の醸成につながる講座等を実施するもので

す。成果指標である参加生徒の先端科学技術の

分野への関心が高まった肯定的評価は、目標値

が４段階中の３に対し、実績値は４段階中の３．

４となり、達成率は１１３．３％、評価はＡと

しています。新型コロナウイルス感染拡大を契

機に、オンラインでの取組が浸透し、集合開催

と同等以上の参加を得ることができました。ま

た、課題研究活動の成果としての試作品の制作

や、宇宙技術及び科学の国際シンポジウム（Ｉ

ＳＴＳ）で成果発表を行いました。引き続き、

オンラインも効果的に活用しながら魅力ある探

究的な講座を実施します。 
タブレットの３１０ページ、資料の３０８ペ

ージをお開きください。中段のいじめ・不登校

等解決支援事業です。児童生徒や保護者の悩み

等に対応するため、専門的な知識や経験を有す

るスクールカウンセラーを小中高等学校及び特

別支援学校に配置するものです。成果指標であ

る小学校いじめ解消率は、令和３年度の実績値

が、まだ国から公表されていないため、令和２

年度実績値を用いて評価をしていますが、目標

値８８．０％に対し、実績値７９．３％となり、

達成率は９０．１％、評価はＢとしています。

早期認知、早期対応が重要であるいじめに関し、

県の進める積極的認知が定着してきました。引

き続き、スクールカウンセラーの活用等、組織

的な対応を徹底することにより、いじめ解消率

の向上に努めていきます。 
タブレットの３３３ページ、資料の３３１ペ

ージをお開きください。上段の学校・家庭・地

域による「学びの未来」創造事業です。子ども

や学校を取り巻く課題に社会全体で対応するた

め、地域住民による学校支援活動である協育ネ

ットワークとコミュニティ・スクールとの連携

を図り、地域学校協働活動を推進するものです。 
成果指標である協育ネットワークの取組に参

加する地域住民の数は、目標値１０万８，５０

０人に対し、実績値８万４，８７２人となり、

達成率は７８．２％、評価はＤとしています。

新型コロナウイルスの影響による教育活動の制

限及び放課後活動の中止に伴い、取組の停滞が

ありましたが、感染防止対策を徹底し、地域の

感染状況に応じて可能な限り活動を実施しまし

た。 
今後は、モデル地域の取組を県内全域に発信

し、地域学校協働活動の拡充を図ります。 
最後に、タブレットの３４６ページ、資料の

３４４ページをお開きください。下段の活かし

て守る大分の文化財保護推進事業です。大分県

文化財保存活用大綱に基づき、地域とともに文

化財を活かして守るため、市町村の地域計画作

成を支援するとともに、文化財への理解、関心

を高める情報発信の強化や人材育成等を行うも

のです。成果指標である地域計画作成数は、目

標値２市町村に対し、実績値１市町村となり、

達成率は５０．０％、評価はＤとしています。

地域計画については、右下の三つ目の段落にあ

るように、地域計画研修会への市町村職員の参

加が多く、関心の高さがうかがえたものの、地

域計画の作成数は目標に達しなかったことから、

引き続き、オンラインも活用しながら、計画策

定支援を行うとともに、文化財への理解、関心

を高める取組を実施します。 
続いて、令和３年度行政監査の結果について

説明します。タブレットでは１６番の令和３年

度行政監査・包括外部監査の結果の概要の４ペ

ージ、資料２ページをお開きください。  
令和３年度の行政監査、県が関与する任意団

体の状況についての結果として、教育庁は改善

事項５項目の御指摘をいただきました。タブレ

ットの４ページから６ページ、資料の２ページ

から４ページの中で、教育庁関連が記載されて

います。それらの内容については、規約等にお

いて、決裁権者について規定されていないなど、

整備が不十分であったもの、決算書に一部記載

漏れがあったもの、県からの備品貸出手続に不

備があったものです。いずれにおいても、直ち

に措置を講じています。今後も、所管する協議

会等の適切な運営指導に一層努めます。 
続いて、タブレットの１０ページ、資料では

８ページをお開きください。令和３年度の包括

外部監査、ＩＣＴ関連施策に関する事務の執行

及び事業の管理についての結果として、教育庁
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関連の１１事業において、改善事項３件、勧奨

事項２９件の御指摘をいただきました。タブレ

ットでは２０ページから２７ページ、資料では

１８ページから２５ページが教育庁関連となっ

ています。ＩＣＴ教育の充実に向けた取組の検

討について様々な御指摘をいただいていますが、

主なものについて説明します。 
タブレットの２１ページ、資料では１９ペー

ジをお開きください。県立学校ＩＣＴ活用授業

推進事業の上から３番目、学校間のＩＣＴ活用

授業の格差については、各教員のＩＣＴ技能レ

ベルに合致した研修の実施等、今後のＩＣＴ教

育の一層の充実に向けた施策の検討、実施が望

まれるとの御指摘でした。令和４年度からは、

ＩＣＴ教育サポーターを育成、確保し、学校へ

派遣するなど、支援体制を強化しています。 
続いて、タブレットの２４ページ、資料では

２２ページをお開きください。新時代の学びを

支える先端技術活用支援事業の上段、アンケー

トの内容について及びその下、アンケートの結

果を受けての今後の対応については、改善事項

です。小中学生に対して、機器の使用頻度やＩ

ＣＴ支援員の評価についての調査を行うもので

すが、もっと具体的な意見を聞くべき、児童生

徒のニーズを把握して教育方法を検討すべきと

の御指摘でした。このため、アンケート内容に

ついて、興味、関心を持ったことなど、具体的

な内容を追加するとともに、児童生徒のニーズ

を踏まえた授業改善を行うこととしています。 
 最後にタブレットの２６ページ、資料では２

４ページ、特別支援学校ＩＣＴ活用充実事業の

中段、校内のＷｉ－Ｆｉ環境整備について、こ

ちらも改善事項です。特別支援学校のＷｉ－Ｆ

ｉ環境に十分な対応能力がないため、アクセス

ポイントの増設が必要との御指摘でした。順次、

アクセスポイントの増設やモバイルＷｉ－Ｆｉ

ルータを増台するなど、特別支援学校の環境整

備を早急に進めています。 
 このほかの御指摘についても、現場ニーズ等

を踏まえ、今後の取組に適切に反映させていき

ます。 
以上で私からの説明を終わります。なお、各

課の決算状況については、担当課長から説明し

ます。 
寺川教育財務課長 まず、教育委員会所管に係

る令和令和３年度歳入歳出決算の主な事項につ

いて説明します。 
タブレットでは９番、令和３年度決算附属調

書の１３ページ、資料では８ページをお開きく

ださい。 
歳入決算額の予算に対する増減額についてで

す。教育費国庫補助金が６億９，１６１万８，

５９９円の減額となっています。これは、減収

となったものの一番下、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金における新時代の

学びを支えるＩＣＴ活用推進事業費の繰越明許

等によるものです。 
タブレットの２９ページ、資料では２３ペー

ジをお開きください。不用額についてです。科

目欄の上から９番目の教育指導費が１億１，４

５４万１，９７０円となっています。これは、

県立学校等学習環境緊急整備事業費の工事請負

費等が見込みを下回ったことによるものです。

また、下から９番目の学校建設費が１億１，２

２３万４，６７５円となっています。これは、

高等学校施設整備事業費の工事請負費等が見込

みを下回ったことによるものです。 
次に、タブレットの３３ページ、資料では２

６ページをお開きください。収入未済額につい

てです。科目欄の下から３番目の貸付金元利収

入の人権教育・部落差別解消推進課分が１億３

６５万８，０６９円となっています。これは、

さきほど教育長からも説明した地域改善対策奨

学金貸付金について、返還義務者の生活困窮等

により、収入未済となったものです。決算附属

調書の説明は以上です。 
 続いて、歳出決算の主な事項について説明し

ます。タブレットでは１０番、令和３年度一般

会計及び特別会計決算事業別説明書の３２４ペ

ージ、資料３０９ページをお開きください。 
令和３年度歳出決算総括表ですが、教育委員

会に関係する予算の款項は、表の左にあるよう

に、第３款福祉生活費第２項児童福祉費、第１

０款教育費第１項教育総務費から第６項大学費
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を除く第８項保健体育費までの七つの項、さら

に、第１１款災害復旧費第４項県立学校施設災

害復旧費です。表の一番下の歳出合計で見ると、

左から２列目予算現額欄にあるとおり、予算額

１，１４７億２，５４８万９，１４４円に対し、

決算額はその右側、支出済額欄のとおり１，１

３１億９，５７３万１，２６９円となっていま

す。 
重親教育改革・企画課長 教育改革・企画課所

管分のうち、主なものを説明します。タブレッ

トの３２６ページ、資料では３１１ページをお

開きください。 
 一番下の左から二つ目の事業別決算額欄７１

９万７６４円の広報活動費は、広く県民に対し

教育行政施策の理解と協力を求めるとともに、

本県教育の一層の充実、振興を図るため、教育

全般に対する県民の意見要望等を反映した教育

番組の放映、広報紙の発行、広聴事業等に要し

た経費です。 
神﨑教育デジタル改革室長 教育デジタル改革

室所管分のうち、主なものを説明します。タブ

レットの３２８ページ、資料では３１３ページ

をお開きください。 
決算額欄の上から二つ目、県立学校ＩＣＴ教

育基盤整備事業費３億５，５６２万８，５５４

円は、教育庁の業務用パソコン及び県立学校の

パソコン教室等の教育用ＩＣＴ機器の整備等に

要した経費です。 
大和教育人事課長 教育人事課所管分のうち、

主なものを説明します。タブレットの３３０ペ

ージ、資料では３１５ページをお開きください。 
決算額欄の上から四つ目１億７９３万２，７

２１円の教育庁ワークセンター設置運営事業費

は、障がい者雇用を促進するため、教育庁内に

ワークセンターを設置するとともに、県立学校

や県立図書館などの教育機関において、事務補

助などを行う障がい者スタッフの雇用に要した

経費です。 
その三つ下４億３，８３８万５，５３５円の

教員業務サポートスタッフ等派遣事業費は、コ

ロナ禍における児童生徒の学びの保障と、安全

で安心な学習環境を確保するため、きめ細やか

な指導を行う学習指導員及び消毒作業などの事

務作業を支援するスクールサポートスタッフの

雇用に要した経費です。 
寺川教育財務課長 教育財務課所管分のうち、

主なものを説明します。タブレットの３３７ペ

ージ、資料では３２２ページをお開きください。 
 決算額欄の一番下１９億８，９９９万６，１

０１円の就学支援事業費は、全日制高等学校の

授業料に充てるための就学支援金の支給等に要

した経費です。 
 タブレットの３３８ページ、資料では３２３

ページをお開きください。決算額欄下段の上か

ら３番目９億９，２５０万９，１２４円の産業

教育設備緊急整備事業費は、産業教育を充実し、

地域の産業を支える職業人の育成を推進するた

め、工業等の専門高校における教育設備の整備

に要した経費です。 
 タブレットの３３９ページ、資料では３２４

ページをお開きください。上段の決算額欄の１

９億１，０４３万４，３２５円の高等学校施設

整備事業費は、安全安心で快適な教育環境の確

保を図るため、高等学校の大規模改造工事等に

要した経費です。 
木下福利課長 福利課所管分のうち、主なもの

を説明します。タブレットの３４２ページ、資

料では３２７ページをお開きください。 
決算額欄の一番上４億５，１４６万３千円の

児童手当費は、児童を養育している教職員に対

し支給した児童手当などです。 
 タブレットの３４３ページ、資料では３２８

ページをお開きください。下段の決算額欄の一

番上４，１４９万７３５円は、教職員の定期健

康診断実施などに要した経費です。 
谷川学校安全・安心支援課長 学校安全・安心

支援課所管分のうち、主なものを説明します。

タブレットの３４４ページ、資料では３２９ペ

ージをお開きください。 
決算額欄の下から３番目２，２５６万５８０

円の不登校児童生徒教育支援事業費は、不登校

が長期化している児童生徒に対する支援の充実

強化を図るため、県教育センターポランの広場

における教育相談アドバイザーの配置やＩＣＴ
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を活用した家庭学習支援等に要した経費です。 
タブレットの３４５ページ、資料では３３０

ページ、決算額欄の一番上４３４万３，７５１

円の学校防災教育推進事業費は、災害の脅威か

ら身を守り、地域で共に助け合うことができる

人材を育成するため、より実践的な防災教育や

避難訓練の実施、安全マップの作成等の防災学

習に要した経費です。 
武野義務教育課長 義務教育課所管分のうち、

主なものを説明します。タブレットの３４６ペ

ージ、資料３３１ページをお開きください。 
下段の決算額欄の上から２番目１，７３２万

１５３円の未来を創るＧＩＧＡスクール推進事

業費は、小中学校での主体的、対話的で深い学

びを推進するため、授業のイノベーションを促

すフロンティア校においてＩＣＴを活用した授

業改善等を実施するとともに、中山間地域等小

規模校における遠隔教育の実証に要した経費で

す。 
 タブレットの３４７ページ、資料では３３２

ページをお開きください。決算額欄の下から３

番目１，２６０万３，４７０円の幼児教育推進

体制充実事業費は、幼児教育施設における幼児

教育の質の向上を図るため、幼児教育アドバイ

ザーによる研修の支援や幼小接続に関する研修

等に要した経費です。 
友成特別支援教育課長 特別支援教育課所管分

のうち、主なものを説明します。タブレットの

３４８ページ、資料では３３３ページをお開き

ください。 
決算額欄の上から４番目３，１７８万２，８

４４円の特別支援学校キャリアステップアップ

事業費ですが、特別支援学校生徒の一般企業等

への就労を促進するため、卒業生を県立学校で

一定期間雇用し、労働習慣やスキルの獲得の支

援に要した経費です。 
その下７，７６４万６，０４０円の大分地区

特別支援学校再編推進事業費は、第三次大分県

特別支援教育推進計画に基づく大分地区での特

別支援学校再編を実施するため、高等特別支援

学校の令和４年度開校に向けた準備に要した経

費です。 

山田高校教育課長 高校教育課所管分のうち、

主なものを説明します。タブレットの３４９ペ

ージ、資料の３３４ページをお開きください。 
決算額欄の上から３番目３，９３７万８，４

３６円の地域との協働による高校魅力化推進事

業費は、地域の高校が中学生から選ばれ、地域

に活力をもたらす存在となれるよう、地域課題

探究学習等の地域と連携した教育を強化する取

組や、小規模高校等におけるＩＣＴの活用等に

よる教育環境改善の実施に要した経費です。 
タブレットの３５０ページ、資料では３３５

ページ、決算額欄の一番上６０９万４千円のキ

ャリアプロデューサー活用推進事業費は、工業

系高校生の県内就職の促進や支援を目的として、

工業系高校にキャリアプロデューサー２人を配

置するために要した経費です。 
森山社会教育課長 社会教育課所管分のうち、

主なものを説明します。タブレットの３５１ペ

ージ、資料では３３６ページをお開きください。 
決算額欄下段の上から２番目３，９０１万円

の子ども科学体験推進事業費は、小中学生の科

学に関する好奇心や探究心を育むため、学習機

能を持つ体験型子ども科学館Ｏ－Ｌａｂｏ（オ

ーラボ）を設置し、県内各地でのサテライトラ

ボや学びのＳＴＡＭＥ化に対応した専門的、先

進的講座の実施に要した経費です。 
タブレットの３５３ページ、資料では３３８

ページをお開きください。決算額欄の一番下６，

０７４万４千円の資料整備事業費は、県立図書

館の電子書籍を含む図書購入等に要した経費で

す。令和３年度は新たに１万３，６２６冊の図

書を購入し、蔵書冊数は１２３万６６冊となっ

ています。 
小原人権教育・部落差別解消推進課長 人権教

育・部落差別解消推進課所管分のうち、主なも

のを説明します。タブレットの３５５ページ、

資料では３４０ページをお開きください。 
決算額欄の一番上３５５万８，１３０円の人

権の「授業づくり」推進事業費は、児童生徒の

あらゆる差別解消に向かう実践力や行動力、人

権尊重の精神を涵養するため、小中高等学校に

おいて人権の主体的、対話的で深い学びの実現
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に向けた授業づくりの推進に要した経費です。 
その下５２０万２，４７５円の帰国・外国人

児童生徒日本語教育推進事業費は、帰国・外国

人児童生徒に対する日本語指導の充実を図るた

め、県立高校及び小中学校に支援員を派遣した

経費です。 
森文化課長 文化課所管分のうち、主なものを

説明します。タブレットの３５７ページ、資料

では３４２ページをお開きください。 
決算額欄の上から３番目５，５０９万９千円

の文化財保存事業補助事業費は、国及び県指定

文化財の保存修理事業に対して、補助を行った

ものです。 
決算額欄の一番下３，５７５万２千円の大友

氏遺跡土地公有化支援事業費は、大分市が実施

している国史跡大友氏遺跡の土地公有化事業に

対して、補助を行ったものです。 
佐保体育保健課長 体育保健課所管分のうち、

主なものを説明します。タブレットの３６０ペ

ージ、資料では３４５ページをお開きください。 
決算額欄の一番上４９１万４，５３０円の地

域スポーツ活動推進事業費は、身近な地域で日

常的にスポーツに親しむ機会を提供し、県民の

心身の健康の保持、増進を図るとともに、スポ

ーツ医科学の知見を世代に応じて活用するため

に要した経費です。 
決算額欄の上から４番目１億１９６万５，４

３８円の新チーム大分強化事業費は、本県のス

ポーツの振興と競技力の向上を図るため、競技

団体や関係機関との連携による、全国や世界で

通用する優秀選手への支援及び優れた才能を持

つジュニア選手の発掘や育成に要した経費です。 
河野委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入ります。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。 
 事前通告が５名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 
堤委員 まず、主要な施策の成果の２９１ペー

ジ、小学校１・２年、中学校１年３０人学級編

制実施事業です。これは事業の成果でも少人数

学級の前進面での評価がされています。今年度

は小学校３年生の３５人学級が実施されていま

すが、現在の教員の充足状況はどうでしょうか。

今後学年が１学年単位で増えていきますが、そ

れにあわせた教員配置はどうなんでしょうか。 
 次に、１０年間３地域の異動について、昨年

度は何人が異動になったんでしょうか。また、

個人の事情についても考慮した人事異動と言っ

ているが、昨年度は考慮による異動中止は何件

あったのか。 
 次に、主要な施策の成果３１０ページ、県立

学校情報セキュリティ対策高度化事業、昨年度

は業務用パソコン等の整備を３億５，５００万

円で実施をしていますが、新しいパソコンへの

セキュリティ対策はどうなっているか。また、

セキュリティポリシーの見直しについて、どの

ようにされているのか。 
 これまでも人為的なミスで情報の流出等が生

じているが、教職員が多忙の中、セキュリティ

研修等の実施がさらなる多忙化と精神的な負担

につながってしまうんではないかと考えられる

がどうでしょうか。 
 人権教育の関係です。これは決算附属調書の

４１ページ、地域改善対策奨学金貸付金分につ

いて、収入済額が約２４５万円、収入未済額が

約１億１２８万円と多額になっています。昨年

の決算特別委員会でも、いつまでに完済すると

いう明言はできないと非常に無責任な態度でし

たが、昭和６１年の会計検査院では不適切給付

の指摘を受けています。それはどのような指摘

であったのか。また、その指摘がどういかされ

てきたのか。 
 委員長、さきほど説明を聞きながら一つだけ

疑問があるからいいですか。これは事業別説明

書の３３３ページ、特別支援学校の関係で、合

理的配慮推進事業費３９．７万円出しているん

だけど、これは具体的にどういう事業なのかを

お伺いします。 
大和教育人事課長 １点目の教員の充足状況等

について御説明します。 
 現在、少人数学級に係る教員については充足

できていますが、産休代替や病休代替等の増加
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等により、本年１０月１日現在の欠員は小学校

が３０人、中学校１８人の４８人です。来年度

以降、小学校４年生から６年生への３５人学級

の段階的な導入に伴い、計９０人程度の教員の

増加が必要となる見込みです。引き続き採用試

験受験者増加への取組、６０歳以降の再任用に

応じやすい環境整備、臨時講師の採用努力など

を通じて、必要な教員の確保に努めています。 
 ２点目、人事異動の状況についてです。 
 令和４年度の定期人事異動において、基礎形

成期、いわゆる１０年３地域としての異動対象

者５０１人のうち３６９人が異動しています。

異動しなかった者１３２人の内訳は、産休・育

休中の職員が７３人、異動までに妊娠の報告が

あった職員が５人、病休中の職員が２人、３地

域目への異動において、本人等の希望で１年間

延長となった者が５２人となっています。 
 引き続き育児や介護などの事情を抱える職員

については、配慮しながら人事異動を行ってい

きたいと考えています。 
神﨑教育デジタル改革室長 私からは情報セキ

ュリティ関係についてお答えします。 
 御質問にあった約３億５，５００万円ですけ

れども、これは教育庁職員と県立学校職員に既

に配備している業務用パソコンのリース料など

が主なものです。 
 そのセキュリティ対策は、知事部局と同様、

インターネットから分離するとともに、ネット

ワークへの侵入を防御するためのファイアウォ

ールの設置などで安全を確保しています。 
セキュリティポリシーについては、文部科学

省がガイドラインを改定するたびに見直し、必

要に応じて改定をしています。負担感という話

もありましたが、教職員のセキュリティについ

ての理解を深めるため、学校管理者研修はもと

より、県立学校の校長をはじめ、全教職員に対

して、ｅ－ラーニングにより都合の良い時間帯

に受講できる研修を毎年実施しています。また、

個人情報保護監査にあわせて、情報セキュリテ

ィについて各学校を巡回指導していますが、業

務の多忙化や精神的負担になるといった声は聞

いていません。引き続き知事部局や警察本部と

も連携しながら、セキュリティ対策の徹底を図

ります。 
小原人権教育・部落差別解消推進課長 滞納繰

越額における収入未済額については、催告状の

発送や電話による納付指導等の取組により、少

しずつではあるが、解消が進んでいます。 
 なお、本奨学金の貸付け自体は終了していま

すが、返還の猶予制度利用者や生活困窮による

滞納者がいるため、今後も返還事務は続きます。 
 昭和６１年の会計検査における指摘の内容に

ついては、日本育英会等の奨学資金等との併給

が禁止されているにもかかわらず、この条件に

反する者に対し奨学金を給付していたものです。

指摘を受けた後は、同様の事案が生じることの

ないよう、申請様式の改善、関係機関との連携

の強化等の対策を講じ、貸与制になった後も、

慎重な審議の上、適正に貸与者を決定していま

す。 
友成特別支援教育課長 合理的配慮推進事業に

ついて御説明します。 
 具体的な事業内容は、専門家チーム会議相談

会を開催し、合理的配慮の実践指導や助言及び

各地域での連携を確認しています。県を７地域

に分け、各地域に医療、福祉、教育の専門家を

４人ずつ配置して、年２回の相談会を実施して

います。 
堤委員 教員の数の問題ですが、来年から３５

人学級で９０人増えるという話がありました。

１０月１日時点で欠員が４８人で、何とか先生

になってほしいと新たにいろいろやっています

よね。今、大学を出ても先生にならない学生が

結構多くなってきていると常々言われている状

況です。そういう中で、９０人増、また、４８

人が欠員という状況は非常に深刻です。だから、

根本的に教育の在り方を変えていかないといけ

ない問題だけど、それを待っていたのでは、な

かなかこれは改善しません。県として、欠員を

充足するためには具体的にどうすればいいのか、

わかっていることがあれば少し教えてください。 
 同和の関係、これは併給していたから問題だ

ったということだけど、やっぱりずさんな貸付

けがあったという実態は認めないといけない。
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でなければ、こういう状況にならないでしょう。

こういう状況になったことは県としてもやっぱ

り反省しないといけないと思います。そういう

反省の上に立ってこの問題に取り組んでいかな

ければ、催告状を出しても、将来的には時効が

発生して消えてしまうわけです。まず反省に立

つことが大事だと思うけど、念頭にあるのかの

２点を聞きます。 
大和教育人事課長 まず、１点訂正です。さき

ほど９０人程度増と申しましたが、これは来年

度、小学校４年生から６年生まで３年間の増の

見込みです。来年度はこの３５人学級で２９人

増加の見込みです。 
 今後の教員確保の対策です。まず１点目は、

これまで教員採用試験で採用予定者数を確保で

きていない教科もあります。これまでも１次試

験の免除の拡大、２次試験の口頭質問の廃止、

他県教諭特別選考の受験資格の緩和など、受験

しやすい環境づくりをしていますが、さらに受

験しやすい環境整備を進めていく必要があると

考えています。 
 ６０歳以降の再任用しやすい環境整備として、

これまで再任用校長や再任用指導主事、また、

拠点校指導教員といって、新採用教員を指導す

る役割を担う再任用制度もあります。今後もこ

のような制度を活用し、６０歳以降も働きやす

い環境を整えていきたいと考えています。 
 あわせて、臨時講師の採用についても引き続

き市町村の教育委員会と連携しながら努めてい

きたいと考えています。 
小原人権教育・部落差別解消推進課長 地域改

善対策奨学金貸付金についての御質問です。昭

和６１年の会計検査における指摘を受け、同様

の事案が生じることのないよう、申請様式等の

改善を図りました。貸与制になった後、慎重な

審議の上、貸与者を決定する流れについては、

大分県地域改善対策奨学金等貸与条例により要

件が規定されており、この要件に基づき、事務

局の審査書類を経て、大分県地域改善対策奨学

金等審査委員会において慎重な審議の上、適正

に貸与者を決定しています。あわせて、昭和６

１年の会計検査の指摘については、十分な反省

の上に立ち改善の措置を講じています。 
木田委員 主要な施策の成果の２９４ページに

ある未来へつなぐ学び推進事業ですが、この事

業費の内訳をお示しいただきたいと思います。

質疑通告書の書き方が足りていませんが、決算

額が１億１，３００万円程度で、この中でＡＩ

ドリル、ＥｄＴｅｃｈ教材の活用、英語４技能

の育成、民間テストの費用、それぞれどのくら

いかかったのかを教えていただきたいと思いま

す。 
 二つ目は、各取組の具体的内容をお示しいた

だきたいと思います。ＡＩドリル試行導入が４

４校とあるが、県内のどの高校が対象になって

いるのか、また、学年が絞られているのであれ

ば、そこも教えていただきたいと思います。ま

た、どの科目でＥｄＴｅｃｈ教材が活用されて

いるのかもお示しいただきたいと思います。 
 英語４技能育成ですが、民間テストは英検と

かＴＯＥＩＣとかいろいろあるんではないかと

思いますが、４４校で対象となった、何％、何

割ぐらいの生徒がその民間テストを受けたのか、

そのような内容を教えていただきたい。 
 この、未来へつなぐ学び推進事業の成果と課

題を詳しく教えていただけたらと思います。Ｅ

ｄＴｅｃｈ教材を活用した成果指標のですが、

生徒の学習に対する主体性や積極性が向上した

とあり、学習の疑問点を自ら解決しようとする

高校２年生の割合が７９．４％と出ていますが、

この尺度はどう判定され、測定されているのか。

何かＡＩで自動的に数字が出てくるのか分かり

ませんが、そこを教えていただきたいと思いま

す。 
山田高校教育課長 まず、決算額の内訳につい

て、後ほどそれぞれの項目をお答えします。 
 英語４技能の育成に係る支出については、民

間委託をして、テストや分析等をしており、そ

の費用が３，６１６万２千円です。 
 ＡＩドリルの試行導入校４４校は、全ての県

立高校の全日制課程及び定時制課程を合わせた

数字で、原則１年生に導入をしています。 
 ＥｄＴｅｃｈ教材の活用科目は、ＡＩドリル

では英語、数学、国語の３教科で、その他、地
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域探究教材等は主に総合的な探究の時間という

のが高等学校では毎週あり、総合的な探究の時

間で活用するのが中心です。 
 成果ですが、さきほど御質問の中にもありま

したが、生徒の主体的に学習に取り組む態度が

向上していることがあげられ、今後は好事例に

ついて学校間の共有を図っていくことが課題と

考えています。 
 英語４技能育成については、６月から７月の

間に全ての県立高校の２年生を対象に、聞く、

読む、話す、書く、の４技能を測定する民間テ

ストであるＧＴＥＣ（ジーテック）を実施して

います。生徒の定着度を把握し、授業改善につ

なげています。 
 成果としては、民間テストの実施により教員

の指導力の向上と評価方法の理解が深まったこ

とで国が目標とする生徒の英語力が４０．４％

から、昨年度４６．５％に高まったという結果

が出ています。 
 今後はＥｄＴｅｃｈ教材の活用と同様、実践

好事例を収集し、県内で共有することで、生徒

の英語力の向上や教員の指導力の向上につなげ

ていくことが必要だろうと考えています。 
 最後、生徒の学習に対する主体性や積極性が

向上したという評価の尺度ですが、当課が実施

する生徒アンケート、いわゆる生徒の自己評価

です。令和２年度が７６．３％でしたが、今年

度は、７９．４％と３．１ポイントの伸びが見

られています。 
木田委員 ＡＩドリル、あるいはＥｄＴｅｃｈ

教材というのは様々種類が出されていると思い

ます。この選定方法をどのようにされているの

かをお伺いしたいと思います。ひょっとしてｉ

ＯＳ上のソフトやアプリに限定されているかも

しれませんが、どのような選定をされてきたの

か、教えていただきたい。 
 そして、こういったものはいろいろ出ている

と思いますが、１種類だけを使っているのか、

いや、このアプリでやってみよう、この学校は

このアプリでやってみようというように、差を

見ながら、ＥｄＴｅｃｈ、あるいはＡＩドリル

の評価をしながらいいものを選んだりしている

のか、その辺を教えてください。 
山田高校教育課長 まず、教材の選定方法につ

いてですが、当課が情報を収集して、まずいく

つか候補を絞り、地域に関するもの、地域課題

等に関するものは７種類選定しました。その上

で各校に紹介して、各学校で使いたいものを希

望制にして実施しています。 
 さきほど共有すると申しましたが、今後、さ

らに研究して、一つの学校で使ってよかった事

例があれば、それを紹介すると、ほかの学校も

使いたいという声が出てくると思うので、波及

させていきたいと考えています。 
木田委員 この分野はＧＩＧＡスクールの中で

取組が始まったばかりで、これから民間の開発

会社がいろんなレベル、ランクのものを出して

くると思いますので、それをどう公立学校で導

入するかは、費用の関係もあるし、非常に難し

いところがあると思います。ただ、効果は出て

くるので、非常に悩ましいですが、ぜひこれか

ら生徒たちの学びのために御活用いただくよう、

よりよく研究をお願いします。 
平岩委員 通告に従って、３点質問します。 
まず、主要な施策の成果の３０８ページ、い

じめ・不登校防止推進事業です。 
 不登校対策に随分力を入れてきていますが、

Ｂ評価で不登校が増えている状況ですが、この

ことをどう捉えているのか。そして、この不登

校の背景には何があるのかを教えていただきた

いと思います。 
 それから、主要な施策の３１５ページ、教員

業務サポートスタッフ等派遣事業ですが、さき

ほど教育長から丁寧に説明があり、学校現場に

今必要なものだと分かりました。これはコロナ

によって発生したものですが、コロナが収束し

た後もまだ続いていくのかを教えていただきた

いと思います。 
 それから、教員の産休・育休取得促進事業の

ことです。堤委員の質問にも重なる部分があり

ますが、７月末までに産休・育休の予定であれ

ばかなり早い段階から代替教員が付きますが、

２学期以降が大変厳しい状況です。そして、今

年は県立学校教員や養護教諭にも広げています



- 11 - 

が、現時点で産休・育休代替教員が足りていな

い状況があれば、それは欠員が何人なのかを教

えてください。 
谷川学校安全・安心支援課長 不登校の増加す

る状況等についてです。小学校新規不登校者数

は全国的にも増加傾向にあり、本県は全国比で

は若干多い状況です。原因は、無気力、不安、

生活の乱れといった本人の要因とされるものが

最も多く、その大半は家庭の状況や友人関係と

その他の要因と複雑に絡み合っています。不登

校増加の原因を一概に特定することは難しいの

ですが、学校に対する保護者、あるいは児童生

徒の意識の変化、スマートフォン等の普及によ

る影響や児童生徒の休養の必要性が理解されて

きた面もあると考えています。 
 引き続き不登校児童生徒の個別の状況に応じ

た効果的な支援を行っていくことが重要と考え

ています。 
大和教育人事課長 ２点目の教員業務サポート

スタッフ等派遣事業についてです。 
 教員業務支援員は、配付物の印刷や電話対応

など、教員以外でも行うことができる業務を行

うことで、教員の負担軽減を図るため、平成３

０年度から配置をしており、令和２年度以降は

消毒や換気などの新型コロナウイルス感染症対

策の業務も加えて行っています。今年度は、県

立学校は全校に、市町村立学校については要望

があった全校に配置しており、学校や市町村か

らも教員の負担軽減や業務の効率化に効果があ

るとして、配置継続の要望をいただいています。

令和５年度以降については、必要数などを市町

村と協議しながら検討していきたいと考えてい

ます。  
続いて３点目、教員の産休・育休取得促進事

業についてです。今年度から２学期中に産前休

暇を取得することが見込まれる小学校及び特別

支援学校の学級担任を務める教員に対して、２

学期当初から代替教員を配置することとしてい

ます。２学期始業日時点で対象者２６人中８人

の配置と、１８人が配置できていない状況です

が、現時点では、その後１人が解消されていま

す。引き続き代替教員の早期配置に向けて努力

します。 
平岩委員 サポートスタッフは市町村からの要

望によってということですが、本当は担任が子

どもに関わる部分はやれるのが一番いいですが、

その時間的ゆとりがない状況ですよね。本当は

教材を作ったり準備したりする中で、いろんな

発想が生まれて、また労働意欲も湧いてくるの

で、本当はこういう補助がつかなくてもいい状

況が一番ありがたいとは思いますが、現実はそ

うではないと認識しています。 
 不登校と欠員の状況についてですが、さきほ

ど不登校の背景を聞きましたが、本当にそのと

おりだと思います。本人の気質的なものとか、

成長していくにつれて出てくるいろんな発達の

問題もあるかもしれません。無気力もあるかも

しれません。でも、やっぱり子どもがとても生

きづらい現実があるのではないかなと。今、本

当にお金もかけて、いろんなことを準備してく

ださっています。さきほど出たＧＩＧＡスクー

ルもそうですが、これができる、あれができる

という状況の中で、自分で頑張れる子どもはい

いですが、ぽっと立ち止まったときに、これで

いいのかなという思いがすると、もうそこから

前に進めない子どももたくさんいます。子ども

にしっかりと向き合える、子どもを本当に大事

に育てられる環境をつくっていきたい。生き抜

くのではなく、子ども同士が生き合える環境を

つくっていければなと思っています。それには

やっぱり教職員が充足していなければならない。

不登校の増大と教職員の不足は、私は学校教育

の今最大の危機だと思います。これは私たちが

招いてしまったことだと思うので、懸命に話合

いをしながら、猶予は許されません。足踏みし

ているゆとりはないんですが、子どもにとって

本当に大切なことをしっかり見つめ直してやっ

ていきたいと思いますので、よろしくお願いし

ます。 
浦野委員 私の方から１点、長期総合計画の事

務事業評価２９７ページ、項目２０にある特別

支援学校就労達成促進事業について質問します。 
 この中にジョブ・コンダクターについての記

述がありますが、このジョブ・コンダクターは
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新規で障がい者雇用を検討している事業者にと

っては非常にありがたいアドバイスをいただけ

て、頼りになる存在だと思いますが、ジョブ・

コンダクターの働きをどのように評価されてい

るのか、お聞かせください。 
友成特別支援教育課長 ジョブ・コンダクター

は、教員にはない客観的な視点で企業とのマッ

チングを図っており、高等部生徒の進路先とな

る企業と学校をつなぐ重要な役割を担っていま

す。進路指導主任を中心とした教員に対しては、

新規開拓した企業の情報等を基に、提案を行っ

ており、学校の進路指導に反映できています。

また、企業に対しては、企業内で生徒が行うこ

とが可能な業務を選定、紹介するなどし、一般

就労実現に向けてのアプローチを行っています。 
 ジョブ・コンダクターを設置したことで、教

員とジョブ・コンダクターがそれぞれの専門性

をいかした業務を分担、協力して行うことが可

能になっており、その結果、教員の負担軽減に

もつながっています。また、企業からも、訪問

を重ねていただくことでよい関係が構築できて

おり、安心して相談できる存在であるとの声も

いただいています。 
浦野委員 実際、新しく障がい者の体験就労を

受け入れようとか、雇用しようと考えている企

業の中には、意外と全部が全部、自分たちで考

えなきゃいけないんではないかと思っていると

ころもあったりするんですね。なのでまず、こ

のジョブ・コンダクターという存在、専門的な

視点から仕事の切り出しをやってくれる人たち

がいることを、やはり機会を見てもっと周知し

ていただければなと思います。以上、要望にな

ります。 
玉田委員 私から１点、主要な施策の成果２９

３ページの学校部活動改革サポート事業につい

てです。 
 冒頭、教育長の説明にもありましたが、この

事業の成果について、目的については大きく教

職員の負担軽減と、それから、総合型地域スポ

ーツクラブに移行する上での課題の整理とのこ

とでした。この成果を見る限りでは、学校の教

員の負担軽減がメインになっている気がしまし

た。スポーツクラブの件については言及がされ

ていないので、評価についてお話しいただけれ

ばと思います。 
 あわせて、令和５年以降の部活動の段階的地

域移行に取り組むにあたって、御存じのように

人口減少、少子化、指導者の不足等、大きな課

題があるけれども、大きな意味で、この事業に

取り組む上で、また取り組んだことで見えてき

た課題についてお教えいただきたいと思います。 
佐保体育保健課長 まず、教職員の負担軽減以

外の成果についてですが、調査研究において、

生徒や保護者に対するアンケートを行いました。

この中で、競技経験のない顧問に代わり、専門

性を有する指導者が指導を行うことにより、技

術の向上のみならず、スポーツの楽しさを感じ

ることができたと回答するものが多くありまし

た。 
 次に、部活動の地域移行における調査研究で

の課題についてですが、本事業における調査研

究では、受皿、運営団体として、地域総合型ス

ポーツクラブがその役を担っていますが、地域

によっては総合型スポーツクラブがなかったり、

小規模で受皿になれないクラブもあり、総合型

スポーツクラブだけでは不十分な状況です。こ

うしたことから、地域の競技団体やスポーツ少

年団、民間クラブ等で組織する新たな受皿団体

の創設や複数校による合同部活動を検討してい

くことが大きな課題と捉えています。また、こ

れまでの学校の部活動を単に地域に移行するだ

けでなく、例えば、勝つことよりも楽しむこと

を目的とする部活など、生徒のスポーツニーズ

に応じた環境を整えていくことも考える必要が

あると思っています。 
玉田委員 最後の、勝つことよりも楽しむこと

という部分がいい意味で気になっていたところ

です。まず一つは、この事業を施策の評価調書

の中で、主な取組の中で１から７まであって、

そのうちの３番目の体力、健康づくりの推進の

主要事業に位置付けられているとこの主要な成

果ではなっていますが、私は②の豊かな心の部

分が重要なんではないかなと。やっぱり部活動

は学校教育の一環だと整理していったときに、
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それを地域の移行していく際、心配なのは勝つ

ことが中心になっていくことです。子どもたち

の成長をどうサポートするかという視点での取

組を議論してほしいなと思いました。 
 令和３年のスポーツ推進審議会の議事録も拝

見しましたが、本来の教育的な目的をどう達成

するかについて深掘りした議論までは、議事録

の中では見えませんでした。これから部活動検

討委員会を設置して、その中でこれから具体的

に検討していくとのことですが、様々な課題が

ある中でも、やっぱり子どもたちの成長を支え

るという視点で、子どもの視点に立った形での

地域移行を実現すべく、議論していただきたい

と思っています。 
河野委員長 ほかに、事前通告していない委員

で質疑はありませんか。 
末宗委員 教育長に聞きたい。ちょっと答弁も

難しいかもしれないけどね。今の大分県、国も

そうだけど地方創生をまず、いつも打ち上げて

いる。大分県の高校入試は、全県一区で今やっ

ているんだけど、地方が人口減少、過疎化で、

昔はそこそこよかった地方の高校が、みんな教

育環境が劣化しているように思える。それで、

地方の高校が劣化すると、優秀な外部から来る

人とか、地方に住んでいる人ももちろんなんだ

けど、そういう人たちが住まなくなる現実があ

るわけよ。それを大分県に当てはめたら、大分

市はもちろん除外で、別府市はどうかなという

ところだと思う。教育長は知事室長もしていた

し、知事も来年引退するし、知事も今さら全県

一区を任期内に変更しようとかいう気は起こら

んでしょう。２０年間ぐらいは全県一区なんじ

ゃないかと思うよ。それをそろそろ時代に合っ

た形に変更して、地方の教育環境をよくする考

え方で教育委員会を指導していただきたいとい

う気持ちがあるんだけど、今教育委員会がどう

動いているのかが２０年間ぐらい全く見えない。

そこらあたりを含んで答弁を願いたいんだけど。 
岡本教育長 ただいま末宗委員から地方の高校

で、人材、あるいは入学者の確保が難しいとい

う御指摘をいただきました。 
 私どもは大分市内だけではなく、特に地方の

高校は地域にとって、とても大事な存在だと理

解をしていますから、どの学校も引き続き存続

をさせる所存で、取組を進めています。 
 具体的には今年度から来年度にかけて、県内

の全ての県立高校に対して、望まれる方向性や

ビジョンを、今、有識者から御意見をいただき

ながら取りまとめを進めています。今後、人口

の減少は確かに進む傾向ですが、そういう中で

あっても、地域の学校にはそれぞれ違った魅力

があって、進学力も大事だと思います。あるい

は就職をする力も大事でしょうし、それから、

卒業生、あるいは在学生がそれぞれの地域に貢

献できることもとても大事な要素だと思ってい

ます。大きく３点、どういう面をこの学校は特

に力を入れる必要があるのか、この学校につい

てはどの点が今不足しているのか、そこをしっ

かり見極めて、どの学校も地域にとって魅力が

あると思っていただけるような取組を強めてい

きたいと思っています。 
末宗委員 教育長の言うのも分からんことはな

いんだけどね、僕が言いたいのは、要するにこ

の２０年間、全県一区にして、地方に優秀な人

材も集まらなくなって、人口減少が甚だしくな

った。全県一区を廃止すれば一番手っ取り早い

わけよ。ある程度、県の姿勢も見えるし、大分

県民も、ああ、大分県はそういう方向に変わっ

ていくんだな、地方創生に移っていくんだなと

いう思いが抱けるわけよ。県民に分かりやすく、

教育委員会は地方も大事にしているという気持

ちを示さないと、今述べた内容は県民はほとん

ど分からない。県民に分かりやすく、地方の教

育を大事にする姿勢にもうそろそろ転換しない

と、教育が今後の大分県をつくっていくんだか

ら、大分県にどれだけの損失を与えているのか

と思うよ。その被害を被ったのは地方にいる生

徒よ。世界に飛び出してもいけないような教育

環境で、東京に行っても大活躍できなくなって

いる。生徒が本当の才能をいかせないのは、今

の大分県の教育委員会が全県一区をやっている

ことにつながっていると思うんよ。 
 そういうところを踏まえて、今後、真剣に教

育委員会は議論をしていただきたい。地方で有



- 14 - 

識者会議とかなんとか言っていて、全県一区の

廃止を言っている有識者が何人いるか知らない

けど、本当の声は、県民に分かりやすいのは、

もう全県一区を廃止して、地方を大事にする姿

勢だと思うよ。もう少しずばりと答弁していた

だきたい。 
岡本教育長 私どもが検討や議論を重ねる上で、

何よりも大事にしなければならないのは、特に

地方だということは、これまで１ミリも変わっ

ていません。さきほど専門家などからなる委員

会の御意見もいただきながら考えていると申し

ましたけれども、やはり何を一番主体にしなけ

ればいけないかと言うと、いずれ県立高校に入

学してくれるであろう生徒とその保護者の御意

向が一番大事なポイントだと思っています。全

県一区も含め、そういう方々がどういう気持ち

でいるのかを話し合いたいと思っています。 
河野委員長 ほかに、事前通告していない委員

で質疑はありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 

河野委員長 事前通告が２名の委員外議員から

出されているので、事前通告のあった委員外議

員の質疑を行います。 
守永委員外議員 青少年教育施設を活用した不

登校対策事業について質問したいと思います。 
 まず、この事業の中で、運営委員会で各キャ

ンプの方針と体験プログラムの検討、評価を実

施したとありますが、運営委員会の構成がどの

ような構成となっていて、キャンプの実施に向

けてどのような議論がなされているのか、概要

を教えていただきたいと思います。 
 あと、このキャンプに参加が可能な対象者の

選定についてどのように行ったのか、教えてい

ただきたいと思います。 
 あと、今年度から青少年の家不登校対策事業

として取り組んでいますが、この事業と比較し

て、どのような点が改善され、その効果が現れ

ているのか、教えていただきたいと思います。 
森山社会教育課長 まず、運営委員会の構成で

すが、大分大学福祉健康科学部の准教授をはじ

めとして、私ども社会教育課の職員、また、青

少年教育施設職員で構成しています。議論の内

容についてはキャンプの実施に向けてこのプロ

グラムの決定、また、参加する児童生徒に対す

る支援の在り方等について協議をしています。 
 また、対象者の選定ですが、まず、参加者の

募集については、各市町村教育委員会、あるい

はフリースクール等にチラシを配布するととも

に、前年度までキャンプに参加した参加者にチ

ラシを配布し、参加を募っています。不登校の

程度にかかわらず、参加を認めており、対象者

の選定といったことは行っていません。 
令和４年度からは青少年の家不登校対策事業

を実施していますが、希望者が参加しやすい環

境を整えるために、従来実施していたふれあい

キャンプに加えて、各市町村の教育支援センタ

ーを会場にしたふれあいトライアルデー、ある

いは利用者の希望する日にそれぞれのニーズに

応じた体験活動を提供するふれあい活動日など、

青少年の家以外の場所で行う活動や日帰りでの

活動を充実させています。日帰り活動をきっか

けにして前向きな意欲が高まって、２泊３日の

活動に挑戦するなどといった成果が見られてい

ます。 
守永委員外議員 フリースクールへもチラシを

配布されているということで、かなり広範にチ

ラシが配布されていると思いますが、実際、参

加希望者は皆さん参加できるんでしょうか。参

加された方で、いわゆるフリースクールに通い

続けるかも含めて、その参加者の居場所がきち

んと確保できる形につながっているのか、その

辺が分かれば教えてください。 
森山社会教育課長 それぞれキャンプについて

は募集定員があります。ただ、その定員を超え

ても、メンタルスタッフ、いわゆる支援スタッ

フの配置計画等を立てて、希望者が参加できる

状況を常に準備しています。まずはふれあい広

場に登録していただきます。その登録した子ど

もたちに様々なキャンプ情報等をお伝えして、

それぞれが現状に応じて、参加できるプログラ

ムを選んで参加します。登録した子どもたちに

は、日常的にいろんな情報を伝えて、子どもた

ちの居場所づくりを進めています。 
守永委員外議員 大変有意義な取組をされてい
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ると思います。ぜひそういった状況の中で取り

残されている児童がいないかのチェック体制も

意識して、より充実した取組にしていただけれ

ばと思います。ありがとうございます。 
猿渡委員外議員 さきほどから若干答弁があっ

ている部分ですが、主要な施策の成果２９１ペ

ージ、小学校１・２年、中学校１年３０人学級

編制事業の関係です。 
 教員不足の問題で、さきほど１０月時点の欠

員数４８人と答弁がありましたが、年度当初の

過去５年の欠員数はどうなのか。欠員の場合、

どのように支障が出ていて、それにどのように

対応しているのか、答弁いただきたいと思いま

す。 
 さきほど受験しやすい、また再任用しやすい

環境づくりを進めるという答弁がありましたが、

働き方の問題も大きいと考えています。ブラッ

クと言われるような働き方を是正していくこと

と正規教職員の定数を増やしていく、この双方

で取り組んでいくことが必要だと私は考えてい

ます。その中で、長時間勤務の状況がどうなっ

ているのか。さきほど部活動の問題は説明いた

だいたので、重なる部分の答弁は省いていただ

いて結構ですが、働き方改革、多忙化の解消を

どう進めているのか、答弁いただきたいと思い

ます。 
 もう一つ、事業別説明書の３１８ページの高

等学校費、３２２ページの中学校費、３２５ペ

ージの支援学校費の関係です。 
 今、物価高、そしてコロナ禍で仕事が減った

りしている中で、生活が大変な状況が広がって

きていると思います。制服代や教材費など、自

己負担が必要な部分、保護者負担が必要なのは

どのようなものか。中学校、高校入学時に特に

お金が必要かと思いますが、その時点で必要な

おおよその金額を御答弁ください。 
大和教育人事課長 １点目の教員定数及び教員

不足についてお答えします。 
 教職員の配置を充実するには教職員定数の改

善が必要なので、県教育委員会としても、政府

予算等に関する要望活動や全国都道府県教育長

協議会などを通じ、安定的な定数配分について

引き続き要請していきます。 
 小中学校における過去５年間の欠員状況です

が、始業式時点で、平成３０年度が２６人、令

和元年度が３７人、令和２年度が２６人、令和

３年度が３２人、今年度が４９人という状況で

す。また、教員が産前休暇や病気休暇を取得す

る場合、代替が見付かるまでは学級担任ではな

い教員や主幹教諭が代替として対応している状

況です。 
２点目、長時間勤務の状況です。 

 県教育委員会が服務監督を行っている県立学

校の教員は、コロナの前の令和元年度と昨年度

を比較すると、一月当たりの時間外在校等時間

及び月４５時間を超える教員の割合共に減少し

ています。一方、市町村立学校では、服務を監

督するそれぞれの教育委員会で勤務実態につい

て把握し、指導しています。令和２年度の臨時

休校期間を除き、県が報告を受けている令和２

年度と令和令和３年度を比較すると、一月当た

りの時間外在校等時間及び月４５時間を超える

教員の割合共に減少しています。 
 ３点目、働き方改革、多忙化の解消について

です 
 スクールサポートスタッフや外部人材の活用

を図るとともに、昨年度から全市町村共通の校

務支援システム、これは通知表などの成績管理

や子どもたちの出席簿整備などを一元的に管理

するシステムですが、これを順次導入するなど、

ＩＣＴを活用した業務の効率化を推進していま

す。また、県教育委員会では、これまでも調査

及び通知文書の見直し、研修、会議の精選、縮

減及びオンライン研修の推進など、学校現場の

負担軽減に向けた取組を進めています。 
寺川教育財務課長 保護者負担の経費と中学、

高校入学時のおおよその金額についてです。 
 県教育委員会では、学校私費会計取扱要領を

策定し、公費、私費の負担区分を定めています。

保護者負担とする経費は、学校の教育活動を行

う上で、その直接的利益が個々の生徒に還元さ

れる性格が強い分、具体的な例では、ＰＴＡや

生徒会の会費、制服や体操服などの経費、テキ

スト等の補助教材費、実験・実習材料費、遠足
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や修学旅行の行事に係る経費、模擬試験の受験

料などです。 
 中学、高校入学時に必要なおおよその金額で

すが、文部科学省が子供の学習費調査を行って

います。中学、高校の入学時に必要な費用とし

ては、中学校が学用品、制服、通学用品費約９

万９千円、高校が教科書代、学用品、制服、通

学用品費で約１４万４千円となっています。 
猿渡委員外議員 さきほど教員不足の問題で、

時間外勤務や４５時間以上勤務した教員は減少

していると答弁があったんですが、具体的な数

字、時間数や人数を答弁いただきたいと思いま

す。 
 それと、保護者負担の関係ですが、入学時に

中学校で９万９千円、高校で１４万４千円とい

う答弁がありました。中学校と高校に兄弟で同

時に入学するケースも結構多いと思います。そ

うなると、２人合わせて２５万円ぐらいのお金

が一遍にいることになると思います。ある学校

の保護者に配られた資料をみると、制服代は業

者によって幅がありますが、ブラウス１枚しか

買わないとか、一番安く抑えたとしても、冬服

だけで８万円以上とか、夏服も合わせると１０

万円超えるような金額になります。実際にはそ

れでは済みません。ですから、今こういう状況

の中で、やはり保護者負担を減らしていく何ら

かの手だてを取らなければならない。共有で使

えるものは極力共有で使うとか、工夫が必要か

と思いますが、どうでしょうか。 
大和教育人事課長 時間外勤務の時間等につい

て御説明します。まず、県立学校ですが、一月

当たりの時間外在校等時間は、令和３年度が約

２５時間です。そして、時間外在校等時間が４

５時間を超える職員の割合は、令和３年度が１

７％です。 
 続いて、市町村立学校ですが、一月当たりの

時間外在校等時間は、令和３年度が２８時間程

度で、４５時間を超える職員の割合は１９％程

度です。 
寺川教育財務課長 保護者負担については、県

教育委員会でもたびたび見直しをしています。

例として、平成３０年にはエアコンの維持管理

費用を今までＰＴＡ会費で支出していたものを

公費とするなどの見直しをしています。経済的

に苦しい場合は、奨学給付金の制度、さらに、

大分県奨学会の入学支度金という貸付金もあり

ます。 
猿渡委員外議員 やはり働きやすい環境づくり

を大いに進めていかないと、人材確保も難しい

と思います。また、保護者に使える制度を幅広

く、早い時期に知らせることも必要ですし、今

後、さらに保護者負担を減らしていく方向で努

力いただきたいと思います。 
山田高校教育課長 さきほど木田委員の質問の

中で、回答を保留にさせていただいたところが

あるので、この場を借りて回答します。 
 未来へつなぐ学び推進事業におけるＥｄＴｅ

ｃｈ教材を活用した分についてのそれぞれの支

出額ですが、ＡＩドリルに関するものが２，６

９８万７千円、地域課題等に係る各種ＥｄＴｅ

ｃｈ教材に関係するものが３，５９０万円、デ

ジタル教科書に係るものが１，４１７万４千円

です。 
河野委員長 ほかに委員外議員で質疑のある方

はいますか。今、手を挙げている方が４名いま

す。４名に絞っていきたいと思います。 
大友委員外議員 すみません、通告をしていな

くて申し訳ないんですけれども、１点質問させ

ていただきたいと思います。 
 主要な施策の成果の２９９ページ、県立学校

ＩＣＴ活用授業推進事業についてですが、右下

の事業成果の部分では、全ての県立学校におけ

る１人１台端末のＩＣＴ教育環境の整備が完了

したとあります。ただ、聞いた話によると、定

時制高校には各校が機器更新した際に回収され

たものがお下がり的に配付されていると。キー

ボードも付属していないので、教育委員会が利

用を推進している学習支援アプリを使いこなす

ことができないと。また、経年劣化しているも

のもあって、バッテリーの持ちが悪いとか問題

点もあるようですが、現状を伺いたいと思いま

す。 
 また、通信制の生徒に対しては端末が未配備

と聞いていますが、それもあわせて状況をお聞
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かせいただきたいと思います。 
神﨑教育デジタル改革室長 御質問の件は、恐

らく爽風館高校のことではないかと思います。 

全ての定時制ではありません。状況としては、

令和元年度に導入した端末がありました。これ

は全県立学校に少しずつ、生徒の３分の１程度

の台数を配備したものです。その後、ＧＩＧＡ

スクール構想で全員に配備することになり、令

和元年度に配備したものと違う機種を配備する

ことになりました。令和２年度は、画面の大き

さやスペック、キーボードを付けることなど、

文部科学省の基準があったので、それに適する

ものを配備しました。全県立学校に違う機種が

あると、指導上も生徒も混乱するという問題が

あり、爽風館高校に御協力をいただいて、令和

元年度に配備した機種を集めました。ほかの高

校については同じ機種です。爽風館に集めたも

のも令和元年度に配備したもので、１年の違い

ですので、中のスペックはそう大きく違ってい

るものではありません。 
 通信制については、在籍生徒数が相当な数に

なります。ただ、実際にスクーリングなどでは

学校で使うので、授業には支障はないです。た

だ、持ち帰りについては、なかなか全ての生徒

に準備するのは非常に経費もかかり、登録だけ

していて、なかなかやり取りが少ない方もいる

ので、そこは学校の要望に応じて、必要台数を

配備している状況です。 
大友委員外議員 状況は理解できましたが、Ｇ

ＩＧＡスクール構想を推進していく中で、現場

から使いにくいという声もあるので、これから

も機器の更新等を計画的にやっていただきたい

なと思っています。通信制の方はちょっと難し

い部分もあると思いますが、通信制こそ遠隔で

授業をしたり、必要なのではないかと思ってい

るので、またその辺もいろいろと検討していた

だきたいなと思っているので、またよろしくお

願いします。 
原田委員外議員 さきほどの答弁で気になると

ころがあったので、質問させていただきます。 
 教員不足の中で、来年度の再任用職員の確保

とありましたが、その中で再任用管理職、再任

用校長等の発言もありました。第３回定例会で

職員の定年等に関する条例等の一部改正の中で、

管理監督職勤務上限年齢制ができましたよね。

６０歳以上は役職を解くということだと思いま

すが、その中で、役下りの特例措置、特例任用

を設定し、多分、再任用校長はその特例任用に

なると思っています。しかしながら、これはあ

くまでも特例ですから、このことがなし崩しに

行われてくると、職場のモチベーションにも関

わってきます。特例任用を踏まえる再任用をす

る場合にはある程度のガイドラインが必要だと

考えますが、どのように考えているかをお聞き

したいと思います。 
大和教育人事課長 特例任用ですが、現在、再

任用校長という制度を運用しています。来年度、

定年引上げが施行され、定年引上げ制度の下で

の特例任用については、現在の再任用校長に準

じて、特例任用校長を運用したいと考えていま

す。 
 内容ですが、特例任用は、現在も希望のある

校長に対して選考試験を行った上で任用してお

り、引き続きそういう方法で実施したいと考え

ています。そして、若い職員、また、将来管理

職を目指す教員のモチベーションにも考慮した

運用を今後とも心がけていきたいと考えていま

す。 
原田委員外議員 具体的にその枠はどうお考え

でしょうか。 
大和教育人事課長 これまでの再任用校長の採

用は、退職校長の約１５％程度を任用していま

す。 
高橋委員外議員 すみません、委員外でしかも、

事前通告なしで申し訳ありませんが、よろしく

お願いします。 
 決算事業別説明書の３４０ページのスクール 
・セクハラ防止対策事業費についてです。 
 県立高等学校の女子生徒が自殺未遂を起こし

て、それに対する訴訟が起きたという話があり

ました。人数としてはごく少数ですけど、スク

ール・セクハラに関する事例が後を絶たない中

で、この決算、予算とも非常にほかの事業に比

べると低い感じがします。相談窓口の設置とあ
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りますが、これが実際にいくつあって、それに

対応する職員は何人ぐらいいるのかということ、

また、資料の作成、配布については、誰を対象

にどのくらいしているのか、そこら辺を教えて

ください。 
小原人権教育・部落差別解消推進課長 事業別

説明書３４０ページ、スクール・セクハラ防止

対策事業についてです。 
 本事業における主な内容としては、スクール 
・セクハラ防止に向けた名刺サイズの教育・啓

発カードを１０万２，６００部作成し、県内の

小学校４年生から高校３年生を対象に配布しま

した。また、７月と１０月に、本課にスクール 
・セクハラ防止相談特別週間を設け、通常１７

時までの相談時間を２０時まで延長し、相談窓

口を設置しています。相談員は、本課に１人配

置しています。 
高橋委員外議員 資料は児童生徒向けというこ

とですが、これは教職員には資料は配布してい

ないのですか。 
小原人権教育・部落差別解消推進課長 教職員

に向けては服務規律研修等の中で、スクール・

セクハラに関する項を設けています。その中で

必要な研修、知識、実践等に向けて資料を配布

しています。 
高橋委員外議員 今回の例を含めて、やはりス

クール・セクハラの防止対策について、教育委

員会としてももう少し本腰を入れると言うか、

予算が多ければいいわけではないですが、相談

窓口を増設するとか、対応する人を増やすとか、

今後の防止対策にもう少し力を入れるべきでは

ないかなと思います。 
 また、聞くところによると、管理職等による

パワハラの問題についても、対策事業の充実を

今後考えていくべきではないかと思います。よ

ろしくお願いします。 
吉村委員外議員 主要な施策の成果の３０８ペ

ージと３１５ページ、それぞれスクールソーシ

ャルワーカー、スクールサポートスタッフにつ

いて、現状足りていると考えているのか、伺い

たいと思います。また、まだ足りないのであれ

ば、どの程度増やしていこうと考えているのか、

また、めどがついているのかをあわせて教えて

ください。 
 もう１点、主要な施策の成果の２９３ページ

の部活動について、部活動サミットの具体的な

内容をお知らせください。 
谷川学校安全・安心支援課長 スクールソーシ

ャルワーカーの充足状況についてです。スクー

ルソーシャルワーカーは、令和３年度が１日６

時間勤務です。配置については、県立学校に約

８人、市町村に約４９人です。それから、大分

市は中核市で別としており、２８人を独自で配

置していると聞いています。 
 現在足りていると認識していますが、資格職

であり、例えば、社会福祉士などの資格が求め

られるので、今後も十分確保していきたいと思

っています。 
大和教育人事課長 スクールサポートスタッフ

についてです。県立学校では、全学校に配置が

できています。また、小中学校にでは、希望す

る小中学校には全校配置できていますが、規模

の小さい小中学校では一部配置されていない学

校もあります。教員の負担軽減、また、子ども

と向き合う時間の確保に大変有効であると聞い

ているので、引き続き市町村に対しては、この

事業の導入について協力を求めていきたいと考

えています。 
佐保体育保健課長 部活動サミットについてお

答えします。部活動サミットは、生徒が主体的、

自主的に部活動の運営に関わっていくことを目

的として、静岡の聖光学院が、全国に先駆けて

開催しています。この学校から顧問、生徒たち

を招いて、実践の形を本県の高校生に紹介して、

自分たちでいかに部活動を自主的に運営してい

くかを学ぶものです。 
 ただ、昨年はコロナのため、事業自体は実施

できませんでしたが、部活動サミットとは、と

いう動画を配信しています。 
吉村委員外議員 まず、スクールソーシャルワ

ーカーについてです。現状、足りているという

ことでした。ただ、現場としては、もっと人が

欲しいという声を聞き及んでいます。現在は要

請があって学校へ行くかと思いますが、ベスト
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は、やっぱり１人が二つ、三つ、四つ、それな

りに学校をしっかりと把握して、定期的に回れ

るといいなと思います。今もやっていると思う

んですが、もうちょっと連携を密に取れると非

常に助かるという声も聞いています。資格が必

要で、賃金も発生するので、なかなか難しい部

分は承知していますが、ぜひとも拡大していた

だいて、子どもたちのために手厚くしていただ

ければなと思います。 
 スクールサポートスタッフについて、しっか

りとさらなる活用をお願いします。特に、技術、

家庭科、音楽とかの先生は、恐らく学校に一人

しかいない場合も多々あると思います。私の知

っている先生は一人で２０クラス担当しており、

毎時間授業だと。１、２、３年生全部担当して

いるので、テストは３学年分作って、採点も一

人で７００人、８００人分の採点を全部やると。

なおかつ学級担任、特に３年生の担任となると、

なかなかこれを一人でこなすのは非常に難しく、

多忙かなと思います。ぜひこういったサポート

スタッフをより活用できるように学校にお知ら

せいただければと思います。 
 最後に、部活動については、ちょっと私が想

像していたのと違いました。 
 部活動改革を進めていますが、いろんな声を

聞かれていると思います。最近いただいた声で

は、これをやることで７割の先生が助かると思

う、中学校の先生の７割が非常に肩の荷が下り

るのではないかという声を直接現場の先生から

いただきました。ただ、残りの３割の先生はや

っぱり残念に感じている部分もあるという声も

現実にあります。そういった残り３割の声をい

かに吸い上げていくかも重要かなと思っている

ので、ぜひ今後いろんな機会をつくっていただ

ければと思います。以上、要望です。 

河野委員長  これで質疑を終わります。 
 それでは、これをもって教育委員会関係の審

査を終わります。執行部はお疲れ様でした。 
  これより内部協議に入るので、委員の方はお

残りください。 
 

〔教育委員会、委員外議員退室〕 

 

河野委員長 これより、決算審査報告について

内部協議に入ります。 
 さきほどの教育委員会の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見、要望事項等がありましたらお

願いします。 
平岩委員 文言は特別こだわりませんが、やっ

ぱり教職員の定数が足りていない状況、これは

大分県だけの問題ではありませんが、特に大分

県が厳しい状況にあることを共通認識としなが

ら、教育委員会にも努力を求めていくような書

き方をしていただけたらありがたいなと思いま

す。 
堤委員 今の平岩委員が言った中身も本当に大

事なことだと思います。それに、今、タイムレ

コーダーとか、ＩＣＴ機器、チップを使って出

退勤管理をしているので、その管理について、

取りあえず学校から出ればいいんだという、何

となくそういう雰囲気、指導等もあるやに聞き

ます。だから、実際に残業をしなくて本当に帰

れる体制を含めてやっていただきたいと要求し

たいと思います。 
 あわせて、さきほど人権・同和の奨学金の関

係、去年の決算の指摘にもありましたが、やは

りこれは毎回指摘しておかないと、ずっと滞納

が１億円を超えているから、滞納整理をきちっ

と厳格にやっていくこと。また、同和教育はフ

ィールドワークだとか、いろんな形で人権とい

う名前で同和教育を進めています。人権教育は

基本的に進めていかないといけないです。ただ、

同和教育もまだまだ進めている状況ですから、

これは今後の予算の廃止又は中止をさせるよう

に、ぜひ反映させていただきたいと思います。

よろしくお願いします。 
河野委員長 ただいま委員からいただいた御意

見、御要望及び本日の審査における質疑を踏ま

え、審査報告書案として取りまとめたいと思い

ます。 
 詳細については、委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。 
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  〔「意義なし」と言う者あり〕 

河野委員長 それでは、そのようにします。 
 以上で、教育委員会関係の審査報告書の検討

を終わります。  
 暫時休憩します。 

午後 ０時１１分休憩 

――――――――――― 

午後 １時００分再開 

馬場副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。 
 これより、企画振興部関係の審査を行います。 
 執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔明瞭にお願いします。 
 それでは、企画振興部長及び関係課長の説明

を求めます。 
大塚企画振興部長 お手元の資料番号１４番、

令和３年度決算特別委員会審査報告書に対する

措置状況報告書について、企画振興部の関係部

分を説明します。 
 タブレットの１５ページ右側、紙資料の１３

ページをお開きください。 
 （３）個別事項についての③大分空港海上ア

クセス整備事業についてです。大分空港海上ア

クセスの導入にあたっては、地域住民や交通事

業者等の理解と協力を得ながら取組を進めてい

くことが何より大切であると認識しています。 
 そのため、これまでも地域説明会やターミナ

ル施設に関するワークショップの開催など、関

係者との意見交換の機会を設けながら、運航事

業者等とともに丁寧な説明を行ってきました。

今後も安定運営、安全運航、地域公共交通の活

性化に向けて、引き続き関係者の声に耳を傾け

ながら、丁寧な情報提供や説明に努めます。 
 なお、資料の保存、公開についても、大分県

文書管理規程や大分県情報公開条例にのっとり、

適切に対応していきます。 
 続いて、お手元の資料番号１１番、大分県長

期総合計画の実施状況について主要な施策の成

果（事務事業評価）について、企画振興部の主

な事業を説明します。 
 タブレットの１５４ページ、紙資料の１５２

ページをお開きください。 

 一番上、ふるさと大分ＵＩＪターン推進事業

です。この事業は、主に都市圏からの本県への

移住を促進するため、情報発信や移住体験の支

援等を行うものです。 
 主な事業内容として東京都、大阪府、福岡県

における毎月の移住相談会や移住希望者向けオ

ンラインツアーなどの開催のほか、市町村が設

置するお試し移住施設の利用支援を行いました。 
 成果指標は移住促進策による移住者数として

います。実績値は目標値の１，６３７人を下回

る１，４１６人で、評価はＣとなっていますが

５年連続で１千人を超え、過去最高の数値とな

っています。また、オンラインツアーは８回の

開催で延べ４０１人の参加があるなど、幅広く

大分県の暮らしの魅力を発信しています。今後

も多様化する移住希望者のニーズを捉え、効果

的な情報発信や移住支援に取り組んでいきます。 
 次に、一つ下のスキルアップ移住推進事業で

す。この事業は、移住希望者に対してＩＴ技術

の習得から就職、移住までの一貫した支援を行

うものです。 
 主な事業内容として、対象者を募集するため

のイベントの開催、ＩＴ技術の習得に向けた県

外からのオンライン受講支援を行いました。あ

わせて、大分県までのスクーリングに係る旅費

を支援し、講師との実地面談や就職先の選定な

どのサポートを行いました。 
 成果指標は本事業を通じた県外からの移住者

数としており、目標値５０人に対し、実績値４

８人で、評価はＢとなっています。大分県への

移住を前提としたＩＴ技術の習得支援が若年層

を中心に注目を集め、おおむね目標を達成する

事ができました。今後も移住希望者の仕事の確

保と産業人材の確保につながる支援を行ってい

きます。 
 次に、タブレットの２５０ページ、紙資料の

２４８ページをお開きください。 
 一番上の海外戦略推進事業です。この事業は、

海外の成長を取り込み、本県産業の活性化を図

るため、海外戦略に基づくターゲット国や地域

ごとにプロモーションなどを実施するとともに、

留学生や海外県人会などとのネットワークづく
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りを強化するものです。 
 主な事業内容として、北京のイトーヨーカド

ーにおいて観光と物産をＰＲする大分フェアを

実施し、大分県香港フェアでは、日本食レスト

ランにおいて県産食材を使用したメニューの提

供及び観光情報の発信による一体的なＰＲなど

を実施しました。また、留学生ＯＢ、ＯＧなど

海外に在留している、めじろん海外サポーター

と協力し、県内企業の海外展開などを推進しま

した。 
 成果指標はめじろん海外サポーター等のマッ

チング数としており、目標値２６件に対し、実

績値３０件で評価はＡとなっています。今後は

令和４年度からスタートした新たな大分県海外

戦略に基づき、民間事業者などが海外事業を行

いやすい環境を整備していきます。  
 次に、タブレットの２７４ページ、紙資料の

２７２ページを御覧ください。 
 一番上の地域活力づくり総合補助金です。こ

の事業は地域活力の維持、発展を図るため、魅

力ある地域づくりや特色ある地域の取組を支援

するものです。主な事業内容は、各種団体等に

よる地域活性化に向けた取組に対する活動費を

補助しました。 
 成果指標は地域活力づくり取組件数としてお

り、目標値１，４４０件に対し、実績値１，４

７８件で評価はＡとなっています。コロナの影

響で地域の活動が縮小する中、アフターコロナ

を見据えた環境整備等を観光協会や商工会議所、

地域づくり団体等に働きかけを行い、地域のに

ぎわいを創出する取組を推進しました。 
 引き続き、歴史や文化など地域の特長をいか

した交流の場づくりや、廃校を活用した地域交

流、商工業の活性化などに向けた取組を支援し

ていきます。 
 次に、タブレットの３２４ページ、紙資料の

３２２ページをお開きください。 
 一番上の地域連携プラットフォーム推進事業

です。この事業は、知の拠点である県内大学と

民間企業などが連携しながら、地域課題の解決

を推進し、魅力的な地方大学を実現するもので

す。 

 主な事業内容として、地域連携プラットフォ

ームを通じ大学、企業、市町村などの関係機関

が協働して地域課題の解決を行う事業に対して

の支援や、学生が地域に出向いて行う地域活動

を通じた人材育成を支援しました。 
 成果指標は入学定員充足率としており、目標

値１００％に対し、実績値９９．５％で評価は

Ｂとなっています。少子化の影響により大学等

の入学者確保が課題となる中、県内入学者数自

体は増えており、充足率自体も昨年度の９８．

８％から０．７％増加しています。 
 引き続き、地域の課題解決や進学情報の発信

支援を通じて、魅力ある地方大学の実現を目指

していきます。 
 次に、タブレットの３３８ページ、紙資料の

３３６ページをお開きください。 
 一番下の芸術文化活動継続緊急支援事業です。 
 主な事業内容は、新型コロナウイルス感染症

の影響により、公演等の中止が相次いだ芸術文

化団体の活動継続を支援するため、県内で開催

予定の芸術文化イベントを中止、延期した芸術

文化団体に対し、キャンセル料を支援するもの

です。 
 成果指標は助成団体数としており、目標値の

１５団体に対し、実績値は１８団体で評価はＡ

となっています。県ホームページや芸術文化イ

ベントの会場となる文化施設、ＮＰＯ法人大分

県芸術文化振興会議等を通じ、イベントの中止、

延期を行った文化団体等に対し周知を行うこと

で、多くの団体に事業を活用していただくこと

ができました。 
 今後も、芸術文化団体の活動の場づくりに努

めるとともに、県民が質の高い優れた芸術文化

に触れる機会を提供していきます。 
 次に、タブレットの３６４ページ、紙資料の

３６２ページをお開きください。 
 一番上の九州の東の玄関口としての拠点化推

進事業です。この事業は、大分県を九州の東の

玄関口の拠点とするため、県内外を結ぶ交通ネ

ットワークの充実に向けた取組を実施するもの

です。 
 主な事業内容として、人の流れを活発化させ
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るためのフェリー航路や国内航空路線の利用促

進を支援しました。 
 成果指標はフェリー・航空輸送人員としてい

ますが、実績値は目標値の３８０万人に対し、

１８５万１千人で評価はＤとなっています。こ

れは新型コロナウイルス感染拡大防止のための

移動制限等により、フェリーや国内航空路線共

に利用者数が伸び悩んだこと、また、国際線の

就航もなかったことから目標の達成には至らな

かったものです。 
 令和４年度はウィズコロナの中、フェリーや

航空路線の充実に取り組むとともに、移動の際

にフェリーの船内やターミナル、大分空港のレ

ストラン、売店等で自由に使えるクーポンなど

魅力的な企画商品の造成支援などにも取り組み、

輸送人員の増を図っていきます。なお、企画振

興部の令和３年度における主要な施策の成果３

９事業のうち、おおいたＡＳＥＡＮ交流促進事

業、国際航空路線誘致・拡充促進事業の２事業

については、新型コロナウイルス感染拡大の影

響などにより、延期、中止などとなったため、

評価対象外となっています。 
 続いて、お手元の資料番号１６番、令和３年

度行政監査・包括外部監査の結果の概要につい

て説明します。 
 タブレットの３ページ、紙資料は１ページの

令和３年度行政監査結果の概要をお開きくださ

い。 
 昨年度は、県が関与する任意団体の状況につ

いてをテーマに監査を受け、その結果、企画振

興部関連に関して、改善事項を１項目いただい

ているので説明します。 
 タブレット、紙資料共に次のページをお開き

ください。 
 改善事項・検討事項の上から２番目にある、

１（２）ウの事務決裁に関する規程についてで

は、経理その他事務処理全般に係る決裁権者に

ついて規定していなかった任意団体に対し、規

定を整備するよう指導することとの指摘をいた

だきました。 
 この指摘について、企画振興部の所管である

芸術文化を通じた青少年健全育成事業実行委員

会及び大分県東九州新幹線整備推進期成会の２

団体で直ちに改善し、適切な業務を行っていま

す。 
石井政策企画課長 続いて、企画振興部の歳出

不用額について説明します。 
 資料が変わって、資料番号９番、令和３年度

決算附属調書のタブレットの２３ページ、紙資

料の１７ページをお開きください。 
 科目欄中ほどの企画費、企画総務費ですが７

６２万７，５１１円のうち当部関係分は７１１

万５，７０５円で、主なものは外国人受入環境

整備事業費１３７万１，５８７円です。これは

外国人受入環境整備事業費の委託料のうち、多

言語コールセンターの利用回数が当初見込みを

下回ったことによるものです。 
その下の企画調査費７，８４３万８，８８５円

のうち当部関係分は６，３９５万６，７３２円

で、主なものは移住者居住支援事業費１，２０

０万７，２９０円です。これは本県への移住を

促進するための住居の購入、改修支援補助金な

どが当初の見込みを下回ったことによるもので

す。 
 その下の広報費８５０万８，２９０円は全て

当部に係るもので、主なものは、おおいたブラ

ンド戦略強化事業費４３５万８，８８５円です。 
これは新型コロナウイルス感染症の拡大の影響

による海外向け情報発信の中止に伴い、委託料

の所要額が当初の見込みを下回ったことなどに

よるものです。 
 １行飛んで、交通対策費ですが１億１，４１

４万９，９７７円のうち当部関係部分は１億８

８１万１，１６６円で、主なものは、大分空港

海上アクセス整備事業費５，６８４万８，１２

１円です。これは旅客ターミナルなどの設計委

託料の所要額が入札により当初の見込みを下回

ったことなどによるものです。 
 その下の県外事務所費４２２万１，９９２円

は、東京事務所、大阪事務所、福岡事務所の運

営費で、主なものは東京事務所運営費１８９万

２２９円と大阪事務所運営費２１５万４，１４

０円であり、新型コロナウイルス感染症の拡大

で出張が制限されたことなどによるものです。 
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続いてタブレットの２４ページ、紙資料の１８

ページをお開きください。 
 科目欄の上から７行目の統計調査費、統計調

査総務費１５２万２，５５４円は全て当部に係

るもので、育児休業職員の休業期間が翌年度ま

で延長されたことにより、給料の所要額が当初

の見込みを下回ったものです。 
 その下の委託統計費１，２５３万６，３２４

円は全て当部に係るもので、令和３年経済セン

サス活動調査に係る市町村への交付金や委託調

査に係る報酬の所要額が当初の見込みを下回っ

たことや、旅費など事務的経費の節減によるも

のです。 
 以上で、企画振興部の歳出不用額についての

説明を終わります。 
 続いて、さきほど部長から主要な施策の成果

で報告した事業以外で、政策企画課の主な事業

について説明します。 
 お手元の資料番号１０番、一般会計及び特別

会計決算事業別説明書のタブレットの４８ペー

ジ、紙資料の４４ページを御覧ください。 
 第７目県外事務所費の東京事務所運営費１億

１，８２０万５，７７１円です。これは庁舎の

賃料や職員の旅費など事務所の運営費に加え、

昨年１２月に銀座２丁目から永田町駅付近の都

道府県会館への移転に要した費用６，１７０万

１，８１７円が含まれています。移転に伴い、

全国知事会や他県の東京事務所との連携が取り

やすくなったほか、賃料についても従前と比べ

年間で約２，４００万円の節減となっています。 
 今後とも関係機関との連携を密にし、移住、

定住や企業誘致のほか、首都圏における県政の

情報発信、情報収集の拠点としての役割をこれ

まで以上に果たしていきます。 
柴北おおいた創生推進課長 おおいた創生推進

課関係の主なものを説明します。 
 タブレットの５１ページ、紙資料の４７ペー

ジをお開きください。 
 第２目企画調査費の上から２番目の都市圏女

性移住促進事業費９７５万５７０円です。この

事業は都市圏在住の女性をターゲットとした大

分への移住促進に向け、教育やスローライフと

いったテーマにより、動画を活用した情報発信

及びイベントを実施したものです。転出超過と

なっている若年女性の移住促進は非常に大きな

課題であり、今後も継続した情報発信とニーズ

に沿った支援を行っていきます。 
 続いて、その四つ下のネットワーク・コミュ

ニティ推進事業費５，３７５万２，４１０円で

す。この事業は住み慣れた地域に住み続けたい

という住民の思いをかなえるため、住民主体に

よる地域唯一のガソリンスタンドの経営継承な

ど、地域課題の解決に向けた活動を支援したも

のです。令和３年度は、特に中間支援組織の育

成に取り組み、新たに３者が集落支援の業務に

携わることとなり、体制強化を図ることができ

ました。 
三股国際政策課長 国際政策課の主な事業につ

いて説明します。 
 タブレットの５２ページ、紙資料の４８ペー

ジをお開きください。 
 第１目企画総務費の上から４番目の外国人留

学生支援事業費２，８４４万円です。この事業

は留学生の経済的な負担を軽減し、学業や地域

活動に取り組みやすい環境を整備するため、就

学意欲が旺盛で優秀な私費外国人留学生に月額

３万円の奨学金を交付したものです。また、奨

学生に向けた大分県講座及び大分県スタディツ

アーを開催し、留学生の大分県への理解促進を

図りました。 
 今後もこの取組を継続し、大分県と母国との

架け橋となる人材の養成に努めます。また、県

内留学生と連携し、大学等における留学生活と

その魅力を母国等に発信することで、大分県へ

の留学促進を図ります。 
 続いて、その一つ下の外国人受入環境整備事

業費１，９７０万８，４１３円です。この事業

は外国人技能実習生や留学生などの本県在住外

国人が日常生活や社会生活を円滑に営み、安全

に安心して暮らせるよう受入れ環境を整備した

ものです。                  
 まず、外国人総合相談センターでは昨年度５

０２件の相談に常駐の相談員をはじめ、行政書

士、弁護士等の専門家と連携し対応しています。
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また、外国人住民が仕事や地域でコミュニケー

ションを取る上で不可欠となる、日本語を学ぶ

日本語教室の活動の活性化を図るため、教室間

の連携構築のためのネットワーク会議やボラン

ティア人材の養成研修を行いました。加えて、

災害時に外国人住民等を支援できる人材を育成

するためのセミナー等も実施しました。 
今後もこれらの取組を充実させ、外国人住民

がより安心して暮らせる環境づくりを行ってい

きます。 
足立芸術文化スポーツ振興課長 芸術文化スポ

ーツ振興課の主なものについて説明します。 
 タブレットの５４ページ、紙資料の５０ペー

ジをお開きください。 
 中ほどの第２目企画調査費の下から２番目に

ある県立総合文化センター及び県立美術館管理

運営事業費４億５，７２７万２千円です。これ

は美術、音楽、演劇、舞踊など幅広い領域にわ

たる芸術文化の担い手である県民の文化活動を

支援するため、県立総合文化センター及び県立

美術館の管理、運営を行うために要した経費で

す。 
 県立総合文化センター及び県立美術館の管理、

運営については指定管理者制度を導入し、指定

管理者である公益財団法人大分県芸術文化スポ

ーツ振興財団に、利用料金制による管理、運営

を委託しています。 
 なお、現行の指定管理期間については平成３

０年度から令和４年度までの５年間となってお

り、現在令和５年度の更新に向けて、準備を進

めています。 
 続いてタブレットの５５ページ、紙資料の５

１ページをお開きください。 
 下から４番目にある国際スポーツ大会誘致推

進事業費２億１，４２８万５，０１７円です。 

これは東京２０２０オリンピック・パラリンピ

ック競技大会に向けた事前キャンプの受入れを

行うために要した経費です。 
なお、本県ではポルトガルをはじめ、フィジ

ー、イタリア、カメルーン、スイス、そして日

本の選手団が大分市や日田市で合宿を行い、コ

ロナ禍の中ではありましたが、工夫しながら選

手と住民との交流にも取り組んでいます。 
 最後に、下から２番目にある聖火リレー実施

事業費８，７２０万１，２０４円です。これは

新型コロナウイルス感染症の影響により、２０

２１年に延期となった東京２０２０オリンピッ

ク・パラリンピックの機運を醸成するため、オ

リンピック聖火リレー及びパラリンピック聖火

フェスティバルを実施するために要した経費で

す。 
 聖火リレーに参加したランナーや関係者への

感染防止対策や、観客の密集防止などの新型コ

ロナウイルス感染症対策を講じた上で、オリン

ピック聖火リレーを４月２３日、２４日の２日

間、パラリンピック聖火フェスティバルは８月

１２日から１６日の５日間に開催しました。 
渡辺審議監兼広報広聴課長 広報広聴課関係の

うち、主なものについて説明します。 
 タブレットの５７ページ、紙資料の５３ペー

ジをお開きください。 
 第３目広報費です。まず一番上、広報活動費

２億４２３万９，２２８円です。これは県の取

組や魅力、県政の主な事業やイベントの告知、

各種啓発や募集などの情報発信を行うためのテ

レビ、ラジオ番組の放送や県政だよりと呼んで

いる新聞５紙への記事掲載、また、県政の重要

課題や施策を県民に広く周知し、県政への理解

を深めていただくための、広報紙「新時代おお

いた」の発行及び県内全世帯への配布等に要し

た費用です。 
 次に、一番下を御覧ください。おおいたブラ

ンド戦略強化事業費１億７，６３０万１１５円

です。この事業は、おんせん県おおいたのさら

なるブランド力向上を図るため、本県の多彩な

魅力や新型コロナウイルス感染症に関する情報

を、その内容や情報を届けるターゲットに応じ

た最適な媒体を活用しながら効果的に発信した

ものです。 
 具体的な内容としては、宇宙港実現に向けた

取組にあわせて、温泉と宇宙を組み合わせた、

宇宙ノオンセン県オオイタプロモーションを展

開しました。宇宙人割引などのユニークな取組

で、全国放送などでも取り上げられたほか、読
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売広告大賞エリア賞を受賞するなど、想定以上

の大きな反響も得られました。また、本県の魅

力を首都圏の若い女性等に発信するｅｄｉｔ 
Ｏｉｔａ（エディットおおいた）と、県民の郷

土愛を醸成するＷｅ ａｒｅ Ｏｉｔａｎ（ウ 
ィアーおおいたん）の二つのＷｅｂサイトを構

築し、ターゲットに応じて幅広く様々な情報発

信を行ったことで、多くの支持を獲得すること

ができたと思っています。 
 さらに、パブリシティ活動として、本県の観

光情報などを首都圏や関西圏のメディアに積極

的に発信しました。この結果、多くのテレビや

雑誌などでも取り上げられ、広告換算費で約１

５８億円の露出効果につなげることができまし

た。 
宮澤統計調査課長 統計調査課関係の事業につ

いて説明します。 
 タブレットの５９ページ、紙資料の５５ペー

ジをお開きください。 
 第７項統計調査費です。まず、第２目委託統

計費１億１，９００万７，６７６円です。これ

は総務省、厚生労働省など国の関係機関から受

託して行う基幹統計調査等の実施に要した経費

で、財源は全額国庫支出金です。労働力調査や

小売物価統計調査など、毎年実施している経常

調査等のほか、５年に１度の周期で実施される

令和３年経済センサス活動調査などの周期調査

を実施したものです。 
 続いてタブレットの６０ページ、紙資料の５

６ページを御覧ください。 
 第３目県単統計費４３２万７，０３４円です。

これは県が独自に実施する県民経済計算や景気

動向指数、毎月の人口推計などの調査に要した

経費です。 
比護交通政策課長 交通政策課関係事業のうち、

主なものを説明します。 
 タブレットの６２ページ、紙資料の５８ペー

ジをお開きください。 
 第６目交通対策費の上から二つ目、大分空港

海上アクセス整備事業費２０億５，６０３万３，

８７９円です。大分空港へのアクセス改善を目

的としたホーバークラフトによる海上アクセス

の実現を図るため、船舶の調達や発着地の整備

に着手しています。 
 昨年度は、令和３年１１月５日に英国のグリ

フォン・ホバーワーク・リミテッド社と船舶の

購入に係る契約を締結したので、契約金額の一

部を前払で支払いました。加えて、船主である

県として実施すべき船舶の建造に係る監理、監

督業務委託や、西大分の事業用地確保に向けて

地権者へ土地、物件の補償を実施するための事

務委託などを行っています。 
 なお、繰越事業費２億８，１１７万５千円に

ついては、船舶仕様書の作成支援など船舶発注

準備業務、西大分側と大分空港側発着地の旅客

ターミナル等の設計業務、大分市発着地の地質

及び土壌調査業務などを、令和２年度予算を繰

り越して実施したものです。また、翌年度繰越

額１億７，７６０万９千円は、大分空港側の航

走路に近接する地元住民の方からの要望を踏ま

え、発着地整備に伴う騒音の拡散を防止するた

め、本格工事の着手に先立って、大分空港側の

防音施設の整備を一部先行して実施するための

予算と、西大分における用地補償費のうち物件

の移転を要するものについて、本年度、所有者

が代替地を整備して移転を完了した後の支払に

なることから、所要の予算を令和４年度に繰り

越したものです。 
 今後も令和５年度中の運航開始を目指して、

着実に取組を進めていきます。 
馬場副委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入ります。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。 
 事前通告が４名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 
堤委員 まず、主要な施策の成果３６６ページ、

東九州新幹線推進事業ですね。期成会に１７９

万２千円で決算していますが、昨年の委員会で

も詳細な事業費や投資効果、並行在来線の経営

分離等については整備計画路線に格上げしてか

らの議論と述べていますが、まず県民が心配し

ている並行在来線の状況分析等を明らかにした
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上で、計画路線に上げるかどうかを議論すべき

ではないのか。シンポジウムでも推進ありきの

姿勢が多く見受けられると感じているが、課題

を深く掘り下げた議論が必要ではないでしょう

か。 
 二つ目、決算事業別説明書の５９ページ、太

平洋新国土軸構想推進事業費ですね、これは決

算で７８万円。これも昨年の委員会の中で豊予

海峡構想の掲げた灯は消さないと、これはどう

いう意味でしょうか。 
 最後に決算事業別説明書の５９ページ、鉄道

駅バリアフリー化推進事業費の関連ですが、Ｊ

Ｒ九州が２０２１年度の乗客数を公表したが、

その中でも日豊本線の佐伯－延岡間が約６．６

億円の赤字だったと思います。今後、減便等の

議論になってくれば、利便性の問題と無人化の

さらなる推進により障がい者等の利用が抑制さ

れると危惧しますが、今後の議論はどういう形

でしていくのでしょうか、答弁を求めます。 
比護交通政策課長 まず、東九州新幹線推進事

業に関する質問です。東九州新幹線は基本計画

において、福岡市を起点に大分市、宮崎市を通

り、鹿児島市に至ると示されているのみです。

したがって、現段階ではルートが決まっておら

ず、並行在来線の区間も分からない状況で、具

体的な議論は難しいと考えています。 
 他方、これまでも他の先行事例はあまたある

ので、そうした事例を参考にしながら、シンポ

ジウムの場等を活用して、並行在来線の問題も

含め、いろいろな観点からしっかり議論を深め

ていきたいと考えています。 
 続いて、太平洋新国土軸構想推進事業費に関

して質問をいただきました。 
 豊予海峡ルートを含む太平洋新国土軸構想は

四国や関西との人、物の流れの促進により、本

県の経済の発展や災害時におけるリダンダンシ

ーの確保の面において重要であると考えていま

す。しかしながら、国の国土形成計画において

は長期的視点から取り組むとの表現にとどまっ

ており、いまだ明確に位置付けられていないも

のと承知しています。 
 そのため、本県としては関係県等で構成する

推進協議会等を通じて、国に対し引き続きその

必要性を訴えていくとともに、まずは充実した

フェリー航路があるので、こちらをしっかり活

用しながら、海峡間の人と物の流れを増やし、

交流の軸を太くするための取組を推進していく

といった意味です。 
 そして３点目、鉄道駅バリアフリー化推進事

業に関して質問をいただきました。 
 本事業は、国の基準である１日３千人以上の

利用がある鉄道駅に該当する大分駅、別府駅、

中津駅、亀川駅等の９駅全てのバリアフリー化

に支援を行うものであり、昨年度完了していま

す。また、国の基準を満たさない鉄道駅につい

ても、地元市の要望に基づくバリアフリー化に

関する取組について、事業費の一部助成なども

行っています。 
 委員に御指摘いただいた障がい者の利用も含

め、誰もが利用しやすい鉄道駅とするためには、

運行を担う交通事業者が主体となり、しっかり

意見交換を行う場を持つことが必要だと考えて

います。県としては、ＪＲ九州大分支社に対し

て障がい者団体を紹介するなどの協力を行って

おり、昨年度は初めてＪＲ九州大分支社の主催

で障がい者団体との意見交換会が開催されてい

ます。 
 また本県では、九州各県で組織する九州地域

鉄道整備促進協議会の要望活動を通じて、採算

性の観点のみによる減便や路線廃止の検討を行

わないことや、無人駅の解消、駅のバリアフリ

ー化を行うよう求めています。 
 県としては、引き続きＪＲ九州や沿線市町村

等の関係者と連携を図りながら、日豊本線をは

じめとする県内路線の利便性向上や利用促進に

取り組んでいきたいと考えています。 
堤委員 まず、一つ目の東九州新幹線の期成会

の関係で、そのシンポジウムに私も何回か参加

しましたが、シンポジストはいずれも利便性の

向上、費用対効果もオーケー、全てのことで推

進する人しか壇上に上がっていないわけだな。

私が言いたいのは、そういうところに危惧を持

っている方も登場してもらって、参加した県民

に平等で公平に判断してもらうためには、いい
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意見と厳しい意見の両方を聞かにゃいかんと思

うよね。 
 確かにパンフレットの中には並行在来線の問

題を若干書いているけど、あれは一言触れてい

るだけだから、ほとんどの方がそこに触れない。

そういう点は、やはり両方を呼んで、今後計画

する中でそういった検討をすべきだと思うが、

今後の在り方についてどう考えるのか。 
 それと太平洋新国土軸構想推進事業費の関係

は、これは決算でも７８万円だからね。７８万

円といったら、パートの方の１年間の年収と一

緒なんよ。これを実際協議会に、何もないのに

払っているわけね。こういうものは、当面国も

全く動きがないのであれば、今抜けてもいいわ

けよ。仮に将来、国がやろうかとなったときに

入ってもいいわけです。７８万円の過去何十年

間分を計算してごらん。いくらになるんですか。

そんな無駄なお金をここに出すべきではないと

思うんよね。これこそ見直しをするべきだと思

いますが、それはどうですか。 
 それと最後に減便の関係で、ＪＲ九州がこの

時期になぜこういう赤字路線を公表したのかは、

いろんな臆測が飛んでいるよね。減便されるの

ではないか、無人化がもっと進むのではないか

と。赤字路線をこの時期に出されたこと自体、

非常に重たいと思います。 
 だから、そういう点では、さきほど比護交通

政策課長が言ったとおり、採算性のみでそうい

う問題を考えるべきではないと、これは当たり

前の意見だと思います。こういうのをやはり積

極的に出していくこと、これも本当に大事だと

思いますが、その点を再度確認しておきます。

再度その３点です。 
比護交通政策課長 ３点御示唆いただきました。 
 まず、東九州新幹線推進事業の関係ですが、

委員御指摘のとおり、平等、公平な観点で、し

っかりシンポジウムで議論を行いながら、いろ

んな観点をみんなで検証し、議論を深めていく

ことが必要だと思っています。こうした委員の

御指摘等も踏まえながら、今後のシンポジウム

の中身等についてしっかり検討していきたいと

思っています。 

 続いて２点目、豊予海峡の件ですが、さきほ

ど申したとおり、この新国土軸構想自体は本県

経済の発展、それから災害時におけるリダンダ

ンシー確保の観点から考えると、やはり重要な

事業だと考えています。 
 ただ問題なのは、これをハードで実現する、

例えば橋であったり、トンネルであったりを今

の経済情勢の中で、かつ県の財政状況の中でど

こまで近い将来に実現できるかを考えたとき、

なかなか今、コロナ等を含めて非常に皆さん苦

しい状況の中で、ここに大きなお金を県として

出していくことは難しい状況だと認識していま

す。 
 この豊予海峡構想については、愛媛県、それ

から大分市、そうしたところも踏まえ、関係協

議会をつくって、国に対する政策提言活動を行

っています。広域的な活動なので、なかなか短

期的に実現する難しさは承知しつつも、しっか

りと、正にこれまで申したとおり、灯を消すこ

となく、国に対してはその必要性を訴えていく

ことが重要だと考えています。 
 そして３点目ですが、さきほどの答弁のとお

り、これまでもＪＲ九州に対して各県連携して

採算性の観点による減便等は行わないこと、無

人駅の解消とかバリアフリー化とかを求めてい

ます。しっかりと利用者の意見を伺いながら、

それを交通事業者に伝えていく。それをしっか

りと繰り返し伝えていくことが我々の使命だと

考えています。 
藤田委員 私から１点、昨年１２月の補正で出

ていた地域公共交通運行継続緊急支援事業、主

要な施策の成果では１２６ページになります。

この中で公共交通利用者の利便性を高めるため

にバスの路線や運賃等のオープンデータ化を実

施することになっていましたが、現在のオープ

ンデータ化と利活用の状況、さらにダイヤ改正

時の更新の確認方法とか、今後のコミュニティ

バスや離島航路などとの連携、そういった拡大

の考え方があるのかについて伺います。 
比護交通政策課長 地域公共交通運行継続緊急

支援事業について御質問をいただきました。 
 この事業のうち、乗合バス運行情報のオープ
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ンデータ化については、今年度に予算を繰り越

して事業を実施しています。 
 オープンデータ化にあたっては、県内の乗合

バス事業者が運行する全ての路線を対象として

おり、現在必要なデータの収集作業及びそのデ

ータの精査を実施しています。今年度中にはオ

ープンデータ化が完了する見込みです。 
 御指摘のあったダイヤ改正時のデータ更新に

ついては、各バスの事業者においてデータの更

新を行うこととなっています。 
 コミュニティバス及び離島航路への拡大につ

いても適宜オープンデータ化が図られるよう、

今後、運行事業者である市町村等と意見交換を

していきたいと考えています。 
藤田委員 利活用の方法ですね、ＭａａＳへの

活用がまず大分空港を拠点として考えられると

のことですが、一方で路線バスの利用者が減少

してきていると。これに対応するのに今回のオ

ープンデータ化、運賃やリアルタイムの状況も

含めて利便性がかなり向上してくるだろうと思

うので、それを利用者増につなげるような取組、

今も乗り継ぎの割引等もありますけれども、ほ

とんど知られていないし、現在でも大分バス等

は検索可能ですが、こういったものの利用がど

のような状況になっているのか、そういった現

状分析も含め、何らかの利活用促進に向けた取

組が今回必要ではないかと思いますが、その辺

の現時点での考えがあれば伺いたいと思います。 
比護交通政策課長 御支援いただきありがとう

ございます。 
 このオープンデータ化は、利用者にとって非

常に意味がある事業で、ＭａａＳに限らず、例

えば皆様がグーグル検索等でどこに行こうかと

検索を行った場合に、バスの時刻表とか、今何

分遅れているとか、運賃等も出ること、バス停

であればどこまで歩いていけば乗れるといった

ものが出るのは、やはり非常に利便性の向上に

つながるものだと思っています。 
 こうした事業を議会で御承認いただいて、こ

うやって実施するからには、利用者が利用しや

すいようにデータを整理し、加えてデータが提

供された後も、例えば少し位置がずれているか

ら修正するなど、これは実は地道な作業です。 
 例えば、バス停の位置一つとっても道路の反

対側となると、いきなり利用のしやすさとか、

乗り遅れたとかいったことが生じるので、一つ

一つそういう問題点を洗い出しながら、利用し

やすいものにしていこうと取り組んでいます。 
 その上で交通事業者に限らず、さらにいろん

な事業者、例えば商業施設、宿泊施設、観光施

設等との連携がＭａａＳによって可能になると。

例えばバスで行って、そこで買物をすればいく

ら割り引かれますよとか、こういった自由な連

携がＭａａＳという基盤ができることで可能に

なってくる。交通事業者だけではなく、いろん

な事業者がそこに参画していく、そこには観光

だけでなく、ふだん日常生活の中でもしっかり

いいものだと思って利用していただけるように

なることで、県民の皆さんの利便性向上にも、

そして交通事業者の経営状況等にも資するもの

と、ひいては大分県の地域活性化にも資するも

のと考えています。引き続き、必死で取り組み

たいと思っています。 
藤田委員 この公共交通の利用促進、さきほど

ＪＲの話もありましたが、それぞれの事業者の

路線維持という観点も一つあるし、カーボンニ

ュートラルに向けても、公共交通の利用は非常

に大きな鍵を握ると思っています。いろんな施

策と連動しながら、今回のオープンデータ化を

契機にして利用促進につながるような施策をぜ

ひ考えていただきたいと思います。 
木田委員 主要な施策の成果３２２ページにあ

る地域連携プラットフォーム推進事業について

お尋ねします。 
 大学と県が連携した周知活動についてですが、

どのような周知活動に取り組んだのか。県内の

全大学等と記載があるが、短期大学や高等専門

学校も全て含まれているのか、お示しいただき

たい。 
 課題解決支援事業ですが、和牛のおいしさ分

析やカキ殻のリサイクル等の事例が紹介されて

います。他の事例も含め、どのように地域課題

の解決に結び付けることができたのか、実用化

されているのかをお示しいただきたい。 
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 この事業の目的ですが、成果指標が入学定員

充足率とあります。目的が県内学生の県内大学

の進学率向上、あるいは学生の卒業後の県内定

着率といったものを考えるのであれば、他の指

標も設定した方がよいのではないかと思います

が、その辺の考えをお聞かせください。 
石井政策企画課長 今御質問いただいた地域連

携プラットフォーム推進事業に係る３点につい

てお答えします。 
 まず１点目、周知活動についてです。 
 この周知については、大分大学を事務局とす

る地域連携プラットフォームにおいて、県内大

学への進学促進のためのリーフレットを作って

います。このリーフレットに県内全１２大学、

御質問のあった短期大学、高等専門学校を含ん

でのオープンキャンパス情報を掲載して、県内

全ての高等学校５６校に対して、進路担当を経

由して全生徒に配布しています。 
 また、このほかにも、ホームページにもリー

フレットの内容に加えて奨学金等の進学支援制

度、あるいは大分で働く先輩の声など、県内進

学に役立つ情報をあわせて掲載して周知を図っ

ています。 
 それから、２点目の課題解決支援事業につい

てです。 
 令和３年度は三つの地域課題に取り組んでい

ます。一つ目は、和牛のおいしさの分析で、和

牛肉のおいしさの判定、それから品質のばらつ

きといった課題があったことから、牛肉の画像

のＡＩ分析、あるいは味覚センサーを活用した

味覚の見える化の研究に取り組み、簡易分析手

法の構築とか、肥育技術の向上、フィードバッ

クといったことにつなげています。 
 それから二つ目が、カキ殻のリサイクルに関

する研究等を行っており、カキの養殖、あるい

は加工で排出されるカキ殻の処理が課題となっ

ていたことから、粉砕したカキ殻の圧縮強度、

あるいは塩分含有量を分析し、コンクリート材

料や培養土として活用するための最適な処理方

法などの知見を得ました。こちらについては今

後の活用が期待されています。 
 それから三つ目には、多文化共生の推進に向

けた政策、施策の提案を行っています。 
 外国人材の受入促進について、ＡＰＵの学生

２６２人からコンペ方式で提案をいただいてお

り、留学生からの大分県に対する見方、あるい

は様々な意見を頂戴して、昨年改定した海外戦

略等の参考にしています。今年度も継続して取

り組んでいるテーマもありますが、こうした取

組を契機として、地域課題解決に向けた取組を

さらに進めていきたいと考えています。 
 それから３点目、成果指標のことについてお

答えします。 
 本事業の目的は、知の拠点である県内大学の

研究開発、あるいはシンクタンク機能を活用し

て、地域課題の解決や地域活動を通じた学生、

あるいは地域への理解を深めることで、県内大

学の魅力をアップさせること、そして、県内に

優秀な学生を確保していくこととしています。

このため、成果指標については入学定員充足率

を定めています。 
木田委員 やはりこの事業の目的は、私がさき

ほど申したように、回答にもありましたが、県

内定着を高めることにつなげる中で、大学の魅

力アップがその前提にあるのではないかと思い

ます。そういった指標設定を今後考え、そこの

達成率を上げていくことが求められるのではな

いかと思います。 
 地元の大学の方との意見交換の場にも行くこ

とがあります。何か県と大学との連携がもう少

しできないかな、ちょっと少なくないのかとい

う意見も私はそういった会で聞いていて、確か

によその県でもそういう事例を見たりすること

はあります。高知県の高知大学がやっているの

も見たことがありますが、大分県もいろんな企

業で大変人材不足です。いろんな企業活動をし

たいが、人がいないとの声を非常に今感じます。

そういう意味で、地元定着率を高めることをこ

の事業でやるのか、また、商工観光労働部もあ

るかもしれませんが、企画振興部がこの大学の

事業を持っているわけですので、そこは強化し

ていただきたいと思います。 
 大学生の起業事例もやっと大分で出てきてい

ます。以前にＡＰＵの学生の事例もありますが、
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国立大学系でも大学を出てすぐに起業したとい

う、ベンチャーをやっている学生も出てきてい

るので、今三つしか事例がありませんが、この

パイプを増やしていくことが非常にいいのでは

ないかなと。今、学生もそういう意欲が出てき

ているし、学科構成も昔のようでなく、かなり

細分化された学科構成で大学もやっているので、

もっとそういった地域課題の連携のパイプをつ

くってもいいのではないかなと思うし、大学側

も検討しないと悪いと思います。 
 そして、これが一過性にならないように、一

つ思うのが、大学で仮想企業をつくって、そう

いう受皿と県がやり取りをしていく。資金や経

営を考えながらの仮想企業を大学内に設け、そ

こに県が投げるような感じにすると、学生も起

業のアイデアとかいろんなものに結び付いて、

県内の定着とか、そういった大学の魅力化があ

わせて進むのではないだろうかと私は思います。

今後、そういったことを参考にしていただきた

いと思いますが、いかがですか。 
石井政策企画課長 御提案も含めてありがとう

ございます。 
 今、私が紹介した三つの事業については、県

で少しアカデミックなところをフューチャーし

て、取り出して研究していこう、共に地域課題

を解決していこうとする取組ですが、このほか

にも、学生が地域に出向いていって、その地域

課題、あるいは共に地域の方と活動していくと

いった取組を、この下の人材育成支援事業で別

途また行っています。ですから、今回令和３年

度は３件でしたが、そのほかにもまだ十何件か

あり、各部でもいろんな取組をしています。 
 今、県と県内大学の連携事業を毎年集計して

いますが、令和３年度は１８４件、さきほど委

員がおっしゃった商工観光労働部でのドローン

とか、いろんな取組がなされており、そのため

には私どもと県内大学とで、いろいろ意見交換

もしています。 
 ただ、大学からも、さらにいろんなところで

取組をということもあるので、そこは大学とも

十分また協議しながら、前のめりに取組を進め

ていきたいと思います。 

木田委員 最後に要望ですが、確かに大分工業

高等専門学校の水素プロジェクトとか、日本文

理大学のＣＯＣ＋とか、地域に入っていろんな

取組をされているのも承知しています。さきほ

ど言ったように、ぜひ大学側に御提案いただき

たいのが仮想企業ですね。これをやっていると

ころを実際視察に行って、そんなやり方がある

んだと思って非常に感心したので、今後はベン

チャーとか、そういったことを都会の大学はよ

くやっていますから、ぜひ大分でもそういう方

が生まれるような話をしていただきたいと思い

ます。 
浦野委員 私から１件、主要な施策の成果の１

２６ページ、７番のバス乗務員確保対策支援事

業について質問します。 
 新規採用乗務員数が２１人と目標を下回る結

果となっていますが、この報告書によると、コ

ロナ禍、そして、経営状況の悪化で雇用状況改

善につながらなかったと記載がありますが、こ

の辺について、より詳しく分析されている内容

があったら教えてください。また、コロナ禍に

よる経営悪化のほかの要因について、もし何か

あれば教えてください。 
比護交通政策課長 バス乗務員確保対策支援事

業について御質問いただきました。 
 本事業は、令和元年から令和３年までの３年

間、公共交通の確保、維持を図るため、乗合バ

ス事業者による乗務員確保の取組を支援したも

のです。具体的には、県民の生活を支えるバス

業界において乗務員不足が深刻であったことか

ら、事業者のニーズを聴取して、広告宣伝や就

労環境の改善に要する費用等を補助することに

より、バス乗務員の確保を支援してきたもので

す。 
 しかしながら、人口減少に加えてコロナ禍の

影響も重なり、２０２０年の路線バスの乗降客

数、これは例ですが、２００１年対比で約４８ 
％と半分以下になり、バス事業者を取り巻く環

境が非常に厳しかった。こうしたこともある中

で、目標が未達成となったと認識しています。 
 人材確保という課題は、人口減少の中でどの

業界においても重要な課題になっていると認識
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しています。このため、必要な人材を募集し、

魅力的に感じて応募していただくためには、働

き方改革、それからＩＣＴ技術の導入、インタ

ーネット等いろんな媒体、それから広域的な採

用活動等、恐らくいろんな人材確保のための取

組を幅広くやりながら、潜在的なバス乗務員な

り、興味を持つ方をしっかり採用まで結び付け

ていく取組が必要だと思っています。 
 こうした取組を各交通事業者が今も行ってい

るし、今後もさらに取り組んでいくと思います

が、それに対してできる限り県としても支援を

しっかりしていきたいと考えています。 
浦野委員 バス事業者の経営状況が極端に悪化

していることは分かりました。 
 あと、これはバス事業者に目を向けたら乗務

員の確保、路線の維持ですが、労働者、働く人

に目を向けたら、大型二種免許の取得がキャリ

ア形成にもつながってくるのかなと。様々な手

段を用いて採用につなげていくとの話がありま

したが、これは企画振興部だけの問題ではなく、

雇用とか労働とか、いろんな部門と連携した対

応をしたらいいのではないかと、キャリア形成

の面からももっとアピールしたらいいのではな

いかと思いますが、その辺はいかがでしょうか。 
比護交通政策課長 御示唆いただきありがとう

ございます。 
 確かにバスの乗務員に目を向けると、正にそ

この人材となりますが、もう少し視野を広げる

と、おっしゃるとおり、いろんなキャリアの中

でバス乗務員だったり、運輸関係のドライバー

だったり、あるいはバックヤードの方だったり、

そうしたいろんな仕事があって、それぞれの経

験が、少なからず他の経験にも生きてくるもの

と思っています。 
 こうした仕事の質の違い、あとは個人のライ

フプランの中で、例えば一時的に結婚、出産等

もある中で、仕事を一旦辞めた方、あとはシニ

アの方、今後、超高齢化社会が進んでいく中で

自分ができることはないか、そういったニーズ

も恐らくあるだろうと。また、フルタイムだけ

の働き方だけではない、例えば週２ぐらいなら

自分は頑張れるなど、そうしたいろんな方のニ

ーズ、興味がある方を幅広く結び付けていくこ

とが必要だろうと思っています。 
 企画振興部だけではなく、福祉保健部もしか

り、商工観光労働部もしかり、土木建築部もし

かり、こうしたいろんな分野で連携しながら、

お互いに自分たちの関連するところの仕事の魅

力についてしっかり発信し、人材確保につなげ

ていきたいと思っています。 
馬場副委員長 ほかに、事前通告していない委

員で質疑はありませんか。 
志村委員 ２点ほど伺います。 
 まず、九州の東の玄関口の件ですが、主要な

施策の成果の中で、人の流れがコロナの関係で

５割弱とのことでＤ判定ですが、物流、物の動

きからすると、私は臼杵市にいますが、そんな

に減っている感覚はありません。かえって物流

は多くなっているのではないかと思っているの

で、人だけの判断ではなく、人と物との流れの

中で判断を、九州の東の玄関口としての機能を

しっかり確保することは大事なことだと思って

います。 
 県北の竹田津、別府、大分、佐賀関、臼杵と 
残念ながら、佐伯は今フェリーが中止になって

いますが、五つのフェリー港があります。ここ

はしっかりと玄関口として確保する施策を進め

ていただきたいと思っているので、そこの考え

を。また、物流の実態がどうなっているか、分

かったらお知らせいただきたいと思っています。 
 もう一つは今、堤委員からお話があったよう

に東九州新幹線です。もちろん、県民の足とし

て在来線をしっかり守っていくのは当然のこと

であり、国の根幹です。ここをしっかり守るこ

とは大事です。 
 一方、先月２３日に開通した西九州新幹線、

期成会ができて３７年後にやっと着工、そして

５０年後に一部開通ということです。したがっ

て、私ども東九州新幹線や豊予海峡ルート等は、

次の、その次の時代に残す大きな宝ということ

も含めて考える必要もあるのではないかなと思

っています。 
 ３０年と５０年という話をしましたが、私が

県議になったのは平成７年でして、既に２８年
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になりますが、当時は県南に高速道路はなかっ

たんですね。いつできるか、本当に夢のような

話でした。しかし、平成８年に着工し、ちょう

ど１８年後の平成２６年に大分県全県で全線開

通、そして宮崎までは平成２８年に全線開通、

つまり、２０年というのはあっという間に来る

んですね。ですから、３０年後も必ず来るんで

す。そのときにまだ我々は――我々という言い

方はおかしいですが、次の時代の人には必ずそ

の時が来る。今これをやっておかないと、３０

年後にそれをやると、それからさらに５０年か

かるとなれば、８０年先の話をしなければいけ

ない。そのようなことになっては、この地域に

次代を担う人たちが住むことができない。夢を

しっかりとかなえてほしいなと思っています。 
 しかし、この東九州新幹線は大分県だけでや

るものではありません。宮崎県や鹿児島県とど

う連携を取るのか、どう機運が盛り上がってい

るのか、あるいは盛り上げていただけるのか、

場合によっては熊本県も含めてこれをどうする

かということは、もう少し機運を、県単独では

なく、大きな広域で考えてやるべきだと提案し

たいと思うので、具体的にお答えいただきたい

と思います。 
 さらに、四国では四国新幹線が今非常に叫ば

れています。今の北海道新幹線、あるいは北陸

新幹線、あるいは西九州新幹線にめどがついた

とすれば、次は四国なんですね、私はそう思っ

ています。四国新幹線は、起点は新大阪で終点

は大分なんです。これはしっかり明記されてい

ます。したがって、私は東九州新幹線と四国へ

結ぶ連携、ここにも芽を出していくべきだと思

っています。 
 したがって、大分県は新幹線、大分市は豊予

海峡ルートという垣根は取って、しっかりと大

分県として、あるいは大分としてどうやって交

通ネットワークに連携した広域的な活動で必要

性を訴えていくか、また、それを現実的にする

かという動きにしなければいけないと思ってい

ます。その辺のお考えをぜひ聞かせていただき

たいと思います。 
比護交通政策課長 御質問いただきありがとう

ございます。順にお答えします。 
 まず、九州の東の玄関口に関して、物流の動

きが足下はどうかという御質問でした。これも

何％とまでは申し上げられませんが、基本的に

物流については、コロナ前と同等の輸送量まで

回復してきていると理解しています。 
 他方で、そうした物流事業者も含めて燃料高

騰等の影響も受けているので、楽観視すること

なく、しっかり声を伺いながら、さらに大分の

人と物の流れを活性化させていくために何が必

要かは、遅れることなく、しっかり考えてやる

べきことをやっていきたいと思っています。 
 また御指摘のとおり、大分の五つの港につい

ても、正に船がたどり着いて迎える玄関口です。

人だけでなく、例えば木材を外に運んでいく拠

点など、いろいろ各港の特性があるので、そう

したところを十分いかせるよう、土木、県内の

関係部局ともしっかり協力しながら、活性化の

ための取組を一つ一つ、地元自治体とも一緒に

頑張っていきたいと思います。 
 続いて、東九州新幹線に関しても御示唆いた

だきました。 
 在来線をしっかり守っていく、県民の足であ

るＪＲの路線をしっかり支えていくのは当然の

ことだと思っています。西九州新幹線を例示い

ただきましたが、これも過去の経緯を含めて相

当大きなスパンで、恐らく地元の自治体、県民

の皆様が要望してきて、その結果がようやく５

０年経って実現したものだと思っています。 
 後ほどの質問とも重なりますが、やはりその

ためには、厳しい経済状況ではありますが、東

九州新幹線、それから豊予海峡それぞれどうい

う意義があるのか。そのため、いろんな技術の

革新等もあります。そうしたところも踏まえな

がら、どういうものが５０年後、１００年後を

見たときに必要なのか。もっと言えば、必要で

なければいけないのか、大分の活性化のために

必要なのかをしっかり議論したい。それはメリ

ットだけではなく、デメリットも含めてしっか

り議論し、関係者共通の願いとして、しっかり

国に対しても要望していけるよう取り組んでい

きたいと思っています。 
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 続いて、高速道路についても御経験を踏まえ

て御示唆をいただきました。 
 こちらも当時、県南になかった高速道路がよ

うやく平成２６年に開通したと。２０年という

時間がかかったことをお話いただきましたが、

やはりこの高速道路についても、人、物の流れ

の中では非常に重要だと、これで終わりではな

いと思っています。 
 東九州自動車道についても、４車線化などの

取組を進めており、正に県民の皆様、事業者の

皆様の利便性の向上、そして、人、物の流れの

活性化を実現していっている最中でして、引き

続き長期的な視野も持ちながら、必要なものを

一つ一つ着実に形にしていきたいと思います。 
 最後に、四国新幹線についても御示唆いただ

きました。 
 こちらもやはり四国各県と連携しながら、実

現に向けて取り組んでいくのが大分のあるべき

姿であろうと。さはさりながら、さきほど県と

市のスタンスについても言及されましたが、や

はり八方美人としてやるものではなく、あくま

でもそれぞれ、このプロジェクトはどういう意

義があるのかと。それは費用対効果も含め、い

ろんなもの、あるもの、ファクトを見据えなが

らしっかり関係者で議論をして、理想としては

やはりこれだと、だからみんなで一致してこれ

をやっていこうという流れに至ることができれ

ば、恐らく地域としてのまとまりも、そして、

要望自体の強さもより強くなっていくだろうと

思っています。 
 なかなかこれは言うは易し、行うは難しだと

思いますが、まずは関係者としっかり誠実に議

論していくことで、機運を高めていきたいと思

っています。 
志村委員 一つだけ。宮崎県や鹿児島県、ある

いは四国各県、こういう広域の中で大分県だけ

が孤軍奮闘ではなく、地域全体の機運が盛り上

がること、ここが大事だと思っているので、こ

こをお忘れなくよろしくお願いしたいと思いま

す。要望で結構です。 
馬場副委員長 ほかに、事前通告していない委

員で質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 事前通告が１名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。 
守永委員外議員 主要な施策の成果２７２ペー

ジにある、老朽空き家対策促進事業についてお

尋ねします。 
 主要な施策の成果の主な活動指標と達成率と

して、空き家相談件数が目標値６０件に対して、

実績が５２件とありますが、この実績にある相

談内容とは、借り手の、借りたい人からの相談

内容と捉えていいのか。その場合、５２件のう

ち利活用に結び付いた件数は何件あったのでし

ょうか。また、成果指標として空き家の利活用

数をあげていますが、この目標と実績は単年度

の数字ではなく、累積数字と捉えてよいのか、

確認します。 
 それと、２０１６年から２０２１年までのこ

の事業で利活用された累積数としたときに、目

標値は超えているものの、この事業での本来の

目的を達成することができたと考えているのか、

教えていただきたいと思います。 
柴北おおいた創生推進課長 老朽空き家対策促

進事業について御質問をいただきました。お答

えします。 
 まず、相談窓口は、そもそも空き家所有者に

対し、空き家の適正管理や利活用を促すために

設置したものであり、そのために借り手ではな

く、所有者や遺族、相続人からの相談ケースが

多くなっています。所有者からの相談で利活用

につながったのは、令和３年度はこの５２件中

１件です。 
 それから、成果指標の空き家の利活用数です

が、この数は単年度の数値です。本事業に加え

て、空き家対策検討会等を通じて市町村と連携

し、空き家バンクの充実を図ることで、バンク

経由の空き家利活用数は年々増加しており、空

き家の増加抑制に一定程度つながっているもの

と考えています。 
守永委員外議員 この数字は、令和２年、令和

３年の、それぞれ単年度だけでの達成数字とい

うことですね。分かりました。 
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 この目標数字そのものは、例えば、大分、豊

後大野、宇佐の３市の目標数値として捉えてい

いだろうと思いますが、その場合、設定する際

に人口ビジョンとか、そういったものが達成で

きるようにと想定した中で目標数値を捉えてい

るのか、その辺の最初の目標数値の捉え方と言

うか、設定の仕方について教えてください。 
柴北おおいた創生推進課長 この空き家の相談

窓口は三つの市と書いていますが、県内を三つ

のブロックに分けたもので、対象は県内全域で

す。そして、利活用数は県内全域の数字です。 
 大分県人口ビジョンでは、令和７年度までに

社会増減の均衡を目指しています。また、その

ビジョンの実現のために、第２期まち・ひと・

しごと創生大分県総合戦略を策定しており、そ

の中で空き家の利活用とか、ＵＩＪターンの促

進、それから福岡のｄｏｔ．（ドット）を活用 
した県内就職の促進などにより、県外からの流

入人口を令和６年度に２，７００人になること

を目標としています。 
守永委員外議員 いずれにしても、人口減少社

会をどのように切り抜けていくか、そして大分

県全体が地域それぞれで活気のある政策を目指

していくことで取り組んでいただきたいと思い

ます。ありがとうございます。 
馬場副委員長 ほかに、委員外議員で質疑はあ

りませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 それでは、本日の質疑等を踏ま

え、全体を通して委員から、ほかに何か質疑は

ありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 別にないので、これで質疑を終

わります。 
 それでは、これをもって企画振興部関係の審

査を終わります。執行部はお疲れ様でした。 
  これより内部協議に入るので、委員の方はお

残りください。 
 
    〔企画振興部、委員外議員退室〕 
 
馬場副委員長 これより決算審査報告について、

内部協議に入ります。 
 さきほどの企画振興部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見、要望事項等がありましたらお

願いします。 
堤委員 さきほどの東九州新幹線と豊予海峡ル

ート構想、時間の関係でなかなか言われなかっ

た面もありますが、現状、今の新幹線の場合、

並行在来線の減便数とか、又は経営分離される

から、当然のことながら私鉄、第三セクター、

いろんな経営形態が出てくるわけです。そうし

たときに、地域の繁栄にとっては疲弊するとい

う、その負の面も見ておかないと、ただ新幹線

が通っただけで全ての利便性が上がる、また、

人口が増加すると考えるのは甘いですね。 
 新幹線が通れば、当然人口は流出するという

ストロー現象も考えなければいけないですね。

福岡県と大分県が近くなれば、わざわざ大分県

に支店をつくらずに、福岡県で支店をつくって、

そこから新幹線で来ればいいわけだから。そう

して今までずっと見ていると、流入人口も減っ

てくるのが本当に地域の駅の結果でもあるわけ

ですね。そういう問題もやはりあるから、さき

ほども少し言いましたが、結局、利便性だけの

シンポジウムではなく、いろんな課題がある、

いろんな問題があることも県民の皆さんには平

等に公平に知らせていかないと、なかなか分か

りにくいですね。トータルでいいなという方も

いれば、この問題はどうなるだろうかという方

も、いろんな方がいます。だから、問題を交通

政策課なり、企画振興部なりが今後の在り方に

ついて、そういうものも含めて検討していただ

きたいと一言入れていただければいいのではな

いかと思っていますので、よろしくお願いしま

す。 
志村委員 堤委員が言うのは全くそのとおりだ

と思っていますが、表現の仕方だと思います。

例えば、新幹線が３年後にできるのであれば、

在来線がどうなるというのは本当に現実的な問

題ですが、まだ新幹線は何十年も先の話なので、

まず私どもがやるのは、在来線をしっかり守っ
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ていくと、これをきちっとうたっていく。 
 シンポジウムの在り方については、今答弁も

あったように、いろんな意見を聞くとおっしゃ

っているので、在来線についての考え方をしっ

かり明記することでお願いしたいと思います。 
馬場副委員長 ほかにありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 ただいま２名の委員から御意見、

御要望をいただいたので、本日の審査における

質疑等も踏まえながら、審査報告書案として取

りまとめたいと思います。 
 詳細については、委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。 
  〔「異議なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 それでは、そのようにします。 
 以上で、企画振興部関係の審査報告書の検討

を終わります。 
 ここで、執行部が入室するので、しばらくお

待ちください。 
 
  〔人事委員会事務局、委員外議員入室〕 
 
馬場副委員長 これより、人事委員会事務局関

係の審査に入りますが、説明は要点を簡潔明瞭

にお願いします。 
 それでは、人事委員会事務局長の説明を求め

ます。 
後藤人事委員会事務局長 人事委員会関係の決

算について説明します。 
 お手元のタブレットの資料番号１０番、令和

３年度一般会計及び特別会計決算事業別説明書

のタブレット３０９ページ、紙資料の２９７ペ

ージをお開きください。 
 歳出決算総括表ですが、人事委員会事務局関

係は、第２款総務費第８項人事委員会費のみで、

予算現額１億５，２０９万９千円に対して、支

出済額は１億５，００４万８，１２５円となっ

ており、不用額は２０５万８７５円です。 
 次に、タブレット３１１ページ、紙資料２９

９ページをお開きください。 
 上の表の第１目委員会費は、予算額７１６万

４千円に対し、決算額は７０１万８，８１５円

です。内訳の主なものですが、左から２列目の

事業別決算額欄一番上の６７８万円は委員３人

分の委員報酬です。 
 下の表の第２目事務局費は、予算額１億４，

４９３万５千円に対し、決算額は１億４，３０

２万９，３１０円です。内訳の主なものですが

事業別決算額欄の一番上の１億１，９４３万２，

８６５円は事務局職員１５人分の給与費です。

二つ下の１，８９２万８，１７７円は、県職員

採用試験、警察官採用試験等に要した経費です。

その下の９１万９千円は、民間給与実態調査や

職員の給与に係る報告及び勧告事務等に要した

経費です。 
 次に、不用額について説明します。タブレッ

トの資料番号９番、令和３年度決算附属調書で

すが、タブレットでは２４ページ、紙資料では

１８ページをお開きください。 
 一番左の科目欄の上から１１行目、人事委員

会費の事務局費１９０万５，６９０円の不用額

ですが、新型コロナウイルスの感染拡大の影響

により、職員採用ガイダンスのオンライン開催

への変更や職員募集のための大学訪問等の中止

により、任用関係事業費の旅費等が見込みを下

回ったことによるものです。 
馬場副委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入ります。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。 
 事前通告が１名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 
堤委員 人事委員会は３日、県職員の月給及び

期末勤勉手当の年間支給月数をそれぞれ引き上

げるよう勧告しています。民間給与との差が生

じてきたためと言っていますが、民間給与はど

のようになっているでしょうか。 
 また、これまで引下げ等の勧告もされていま

すが、今回の引上げ等によって地域経済へ及ぼ

す影響をどう捉えているでしょうか、お答えく

ださい。 
佐藤公務員課長 本年の勧告にあたり、民間の

企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上
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の県内３８９事業所から１３８事業所を無作為

抽出し、その従業員４，８５６人の本年４月分

給与を調査しています。その調査結果を基に県

職員と民間従業員について、主な給与決定要素

である役職段階、学歴、年齢で対比させるラス

パイレス方式により給与比較を行っています。 
御質問の民間給与の状況については、給与改

定の状況を見ると、一般の従業員についてベー

スアップを実施した事業所の割合は３５．６％

と昨年から１５．６ポイント増加しています。

一方で、ベースアップを中止した事業所の割合

は７．５％と昨年から１１．６ポイント減少し

ています。 
 そして、定期昇給についてですが、昇給額を

増額した事業者割合は１８％となっています。

昨年から３．１ポイント増加しています。 
 初任給については、大学卒は１９万６，５３

５円、昨年から１，２７６円の増加、高校卒は

１６万４，８１７円と昨年から３，０９２円の

増加となっています。また、連合大分が実施し

た今年の春闘の賃上げ状況調査によると、定期

昇給とベースアップを合わせた賃上げ額は５，

５２７円、賃上げ率は２．２４％、いずれも昨

年を上回ったと聞いています。 
 今回の引上げ勧告が地域経済へ及ぼす影響に

ついては、人事委員会では所得と消費の相関関

係など分からないため、お答えできませんが、

県職員の給与の動向は地域経済を構成する要素

の一つであると思っているので、一般論として

は、勧告が実施されれば県職員約１万５千人の

給与に反映されるものであり、地域経済に好影

響を与える側面はあると思っています。 
堤委員 今度の勧告によって、大分県内の一般

的な公務員の平均的な賃金が分かるのかが一つ。 
 それと、さきほどの１万５千人に応じてどれ

ぐらいの金額が増えるのかが分かれば教えてく

ださい。 
佐藤公務員課長 まず、大分県の職員給与です

が平均で３５万１，６３０円となっています。 
 民間給与については、本委員会が実施した民

間給与実態調査は人事委員会が制度設計してお

り、ラスパイレス比較を行うために公務員側等

の比較対照となる民間企業従業員の給与を調べ

たものであり、民間給与全体を調査したもので

はなく、評価を出したものではないので、民間

給与の平均は出していません。（「この引上げ

によって、県職員の平均の引上げがどうなるか」

と言う者あり）一人当たり平均５万９千円で、

総額で１１億１，６００万円の試算となってい

ます。（「はい」と言う者あり） 
馬場副委員長 ほかに、事前通告していない委

員で質疑はありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 事前通告が１名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。 
守永委員外議員 １点、決算事業別説明書２９

９ページにある事務局費の中に事業費支弁給与

費と書かれているのがありますが、令和３年度

の分については８９人分で３０万５，７５６円

と記述されています。この８９人分というのは

どのような表現のことなのかを教えていただき

たいのと、これは各事業費の中に賃金として内

包されているものと思われますが、職員とは別

に雇用しているものなのか、その使途形態も教

えてください。 
 事業費の支弁給与費については、２０１９年

度が５９人分４１万４，９０１円、２０２０年

度が１０５人分４８万４，０８５円となってい

ました。何らかの変化の要因があったと思いま

すが、どのような状況だったのか教えてくださ

い。 
佐藤公務員課長 事業費支弁給与費８９人分３

０万５，７５６円については、決算事業別説明

書２９９ページの事務局費の上から３番目にあ

る任用関係事業費１，８９２万８，１７７円に

含まれるものです。これは、職員採用試験の第

１次試験日において、試験員や試験補佐員とし

て知事部局等から応援してもらう職員の超過勤

務手当額となっています。 
 通常、試験は日曜日に実施するため、基本的

には勤務日の振替となりますが、勤務時間が７

時間４５分未満の場合は、半日振替後の残時間

等を超勤手当として支給するものです。 
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 年度ごとの人数と金額の変更については、試

験の実施回数や試験会場の状況による試験支出、

応援職員の勤務日の振替の有無等により変動し

ています。 
守永委員外議員 試験区分の数で実施する回数

によって変化する金額と思っていますが、そう

いった状況は分かりました。ぜひ多くの方が大

分県を受験していただくように取り組んでいた

だき、この人数なり、予算をたくさん使わなけ

ればならない状況になるように取り組んでいた

だければと思います。よろしくお願いします。 
馬場副委員長 ほかに、委員外議員で質疑はあ

りませんか。 
〔「なし」と言う者あり〕 

馬場副委員長 それでは、本日の質疑等を踏ま

え、全体を通して委員から、ほかに何か質疑は

ありませんか。 
〔「なし」と言う者あり〕 

馬場副委員長  別にないので、これで質疑を終

了します。 
 これをもって人事委員会事務局関係の審査を

終わります。執行部はお疲れ様でした。 
 ここで、執行部が入れ替わるので、しばらく

お待ちください。 
 
〔人事委員会事務局退室、議会事務局入室〕 

 
馬場副委員長 これより議会事務局関係の審査

に入りますが、説明は要点を簡潔明瞭にお願い

します。 
 それでは、議会事務局長の説明を求めます。 
二日市議会事務局長 議会事務局関係の決算説

明を申し上げます。 
 私の説明では、試験的にタブレットの説明ペ

ージを通知する機能を使用します。この後、画

面の右下に青い通知が出ましたら、そちらをタ

ッチしてください。説明するページが表示され

ます。 
  それでは、タブレットの資料番号１０番一般

会計及び特別会計決算事業別説明書のタブレッ

トでは３０４ページ、紙資料の２９３ページを

御覧ください。 

 歳出決算総括表の歳出合計です。議会費の予

算現額１１億４，３６５万１千円に対して、支

出済額は１０億９，２１６万６，３１３円、不

用額は５，１４８万４，６８７円です。 
  タブレットの３０６ページ、紙資料の２９５

ページが、その内訳になります。 
 まず、第１目の議会費は表の上にあるように、

予算額８億５，１００万円に対して、決算額は

８億３７３万８，８２２円です。この議会費に

は議会デジタル化に伴うタブレット端末等購入

費６９４万２３０円が含まれています。なお、

右の括弧書き、繰越事業費３２７万８千円は、

議会中継に手話を挿入するための工事費で、令

和２年度から繰り越して執行したものです。 
 第２目事務局費は、表の上にあるように、予

算額２億９，２６５万１千円に対して、決算額

は２億８，８４２万７，４９１円で、事務局職

員３１人分の給与費や会議録作成費用などです。 
 次に、不用額の主なものを説明します。資料

番号９番、決算附属調書のタブレット２３ペー

ジ、紙資料１７ページを御覧ください。 
 金額欄一番上、議会費の不用額４，７２６万

１，１７８円は、政務活動費交付金の額の確定

による減などです。 
 最後に、行政監査について報告します。資料

番号１６番、行政監査・包括外部監査の結果の

概要のタブレットでは３ページ、紙資料では１

ページを御覧ください。 
 ４の監査対象事務・監査対象機関、計５０の

うち、当局ではスポーツ議員連盟と観光振興議

員連盟が対象となりました。総会や会計年度の

定めなどについて御指摘いただきましたが、全

て是正済みです。 
 なお、包括外部監査については、議会事務局

は対象ではありません。 
馬場副委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入ります。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。 
 今回、委員から事前通告はありませんが、事

前通告されていない委員で質疑はありませんか。 
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三浦委員 すみません、事前通告していません

がタブレットの関係です。昨年度私もこのタブ

レットの導入に向け、政策検討協議会の会長と

して関わってきた中で、タブレットを議員１人

１台端末で配付したことにより、まだまだ我々

の研修不足があって、職員の皆さんの負担が少

し、議員に対するフォローという意味で、以前

に比べて逆に時間を取らせている部分もあるの

ではないかと思います。決算特別委員会の今日

の局長からの説明がとても分かりやすくて──

青の差し込みがですね、ぜひ他の部局に対して

もこのような形でしていただくととても分かり

やすいなと思うし、皆さんの負担軽減にもなる

のではないかと思いますが、例えば今後の研修

体制についてはどうか。 
また、昨年４月から始まった県議会公式ツイ

ッターのフォロワー数等の状況は分かりますが、

具体的に県民の皆さんから、例えばツイッター

について御意見等があれば、この場でお伝え願

いたいなと思います。 
二日市議会事務局長 いろいろ御配慮いただき

ありがとうございます。 
 さきほど、私の説明で青い通知を出しました。

これを各部局ができれば一番よかったですが、

大変申し訳ありません。私どもの説明は、ペー

ジも少なく時間も短くて、また、職員もタブレ

ットに慣れていたので問題なくできましたが、

他の執行部の職員が決算特別委員会までにそれ

を全部準備できたかというと、ちょっと厳しか

ったもので、私ども議会事務局だけ試験的に行

いました。今後執行部とも調整を続けていき、

なるべく議員の利便性も向上するよう、執行部

も使い勝手がいいように努力したいと思います。 
穴南政策調査課長 ツイッターの御質問につい

てお答えします。 
 ツイッターのフォロワー数を今日現在確認し

たところ、９０人です。もう少し増やしていき

たいと思っています。具体的な反応については、

書き込みできない部分で直接は分かりませんが、

若い方とかに訴求していくようにこれから努力

したいと思っています。（「よろしくお願いし

ます」と言う者あり） 

馬場副委員長 ほかに、事前通告していない委

員で質疑はありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 事前通告が１名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。 
守永委員外議員 ２点質問したいのですが、ま

ず、決算事業別説明書２９５ページにある事務

局の運営費についてです。 
 この事務局運営費の中に、会議録や議会資料

の作成に要した経費及び報酬とあります。会議

録は議会費で扱ってもよいのではないかと思い

ますが、事務局費で支出しているのはどういう

背景があるのか教えていただきたい。また、こ

ういう分類をしているので、議会中の手話通訳

の報酬も事務局運営費に分類されているのか教

えてください。 
 もう一つが、職員の超過勤務手当についてで

す。議員の都合によって、私なんかも結構わが

ままを言ってしまいますが、職員にたくさん御

迷惑をかけています。時間外に勤務せざるを得

ないケースも少なくないと思うのですが、事務

局職員の超勤勤務はしっかりと管理されている

のかお尋ねします。また、超過勤務手当の予算

が事務局ではなく、総務部の人事課が持ってい

るのではないかと思いますが、必要な予算をし

っかり確保できているのか教えてください。 
祖母井総務課長 ２点御質問いただきました。

お答えします。 
 まず１点目、事務局運営費についてです。 
 会議録について事務局費で支出しているのは、

かつて記録係として速記担当職員を置いていた

経緯によるものです。現在は音声反訳や会議録

印刷の委託料などを計上しています。また、手

話通訳については、インターネット配信等にお

ける聴覚に障がいのある方に配慮した取組なの

で、議会広報に係る経費として議会費に計上し

ています。 
 ２点目、職員の超過勤務手当についてです。 
 令和３年度の時間外勤務は、新型コロナウイ

ルスの影響により常任委員会の調査活動の制限

などに伴って前年比マイナス１０．７％で、１
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人１月当たり５時間となりました。事務局では、

全職員の提案による改革改善活動を行うことで

業務の効率化と職員の意識改革を図っており、

その結果として超勤縮減が進んでいます。 
 なお、時間外勤務手当については、知事部局

と同様、人事課が全庁的に一括管理しており、

必要な予算は十分確保できています。 
守永委員外議員 大変分かりやすい説明をあり

がとうございました。 
 また、超勤については新型コロナウイルスの

影響で少なくなっているとのことですが、やは

り私たちから見たときに、人数も３１人とかな

り限られた中で、特に議会のある時期には非常

に御苦労されていると思うので、その辺、人数

が足りているのかなという心配もありますが、

うまくそれぞれが元気に働けるように、事務局

長には工夫を凝らしていただければと思います。

よろしくお願いします。 
馬場副委員長 ほかに、委員外議員で質疑はあ

りませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 それでは、本日の質疑等を踏ま

え、全体を通して委員の方からほかに何か質疑

はありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長  別にないので、これで質疑を終

了します。 
 これをもって議会事務局関係の審査を終わり

ます。執行部はお疲れ様でした。 
  これより内部協議に入るので、委員の方はお

残りください。 
 
  〔議会事務局、委員外議員退室〕 
 
馬場副委員長 これより内部協議に入ります。 
 さきほどの人事委員会事務局及び議会事務局

の審査における質疑等を踏まえ、決算審査報告

書を取りまとめたいと思いますが、特に指摘事

項や来年度予算へ反映させるべき意見、要望事

項等がありましたらお願いします。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 特にないので、審査報告書案の

取りまとめについては本日の審査における質疑

を踏まえ、委員長に御一任いただきたいと思い

ますが、よろしいでしょうか。 
  〔「異議なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 それでは、そのようにします。 
 以上で、人事委員会事務局及び議会事務局関

係の審査報告書の検討を終わります。 
 以上で本日の審査日程は終わりましたが、こ

の際ほかに何かありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 それでは、次回の委員会は１４

日、金曜日の午前１０時から開きます。 
 以上をもって、本日の委員会を終わります。 
 お疲れ様でした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


